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令 和 ３ 年 1 2 月 ３ 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（36名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

欠 席 議 員（１名）

（ ）21番 外 山 衛 宮崎県議会自由民主党

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

監 査 事 務 局 長 阪 本 典 弘

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○濵砂 守副議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、安

田厚生議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○安田厚生議員

ざいます。宮崎のスーパーひなた、自由民主党

の安田厚生です。本日はどうぞよろしくお願い

いたします。何か議場の周辺で懐かしい匂いが

して、ちょっと緊張がほぐれているところであ

ります。

また、本日誕生日を迎えられました田口先

生、おめでとうございます。

通告に従いまして、質問させていただきま

す。

「国文祭・芸文祭みやざき2020」は、「山の

幸 海の幸 いざ神話の源流へ」をキャッチフ

レーズに、本県で初めて開催されました。

全26市町村で、それぞれの地域の特色を生か

したプログラムは、文化・芸術の価値を見詰め

直す期間になりました。文化・芸術は、安らぎ

と明日への希望を与えてくれました。また、地

域の文化を継承する大切さも教えていただいた

と感じております。

門川町では、ドライフーズサミットとして、

同時に民謡うたまつり、島根県の石見神楽、門

川神楽、障がい者アート展などが開催される予

定でありましたが、新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴い、中止となりました。今はドライ

フーズサミットで使用する予定でしたパネルを

観光協会が展示しています。門川町の水産業と

干し物文化の歴史、干し物のメカニズムなどが

よく分かるパネルを門川駅構内にて展示してい

ますので、のぞいていただきたいと思います。

門川はお魚の町で有名であります。昭和30年

頃は、恵まれた海洋環境を生かした沿岸漁業が

盛んであったことから、特にイワシ、アジ、サ

バなどの巾着網漁をはじめとし、県内でも有数

の漁獲量を誇っておりました。イワシやアジな

どが大量に水揚げされると、煮干しや干し物が

浜を埋め尽くすぐらい広げられました。干す場

所がなくて、五十鈴川の河口右岸に広がる向ヶ

浜に干すこともあったようです。

現在は、加工場内で乾燥させるため、野外に

干すことはほとんどなくなりました。シラスは

イワシの稚魚のことで、多くは煮干しや半生の

状態で販売されます。シラスは門川漁協の重要

な産物となっています。門川で本格的にシラス

漁が始まったのは、昭和40年代のようです。

このたび、みずなが水産は、門川町にシラス

工場を新設し、生産性の向上を図り、販売活動

を強化するようです。

先月、永山副知事と一緒に、工場を視察、見

学させていただきました。大変大きな工場で、

びっくりしたところであります。来年にも操業

が開始されますので、また視察させていただき

たいと思います。

私が小学校の頃は、浜いっぱいに広がったシ

ラスを、誰も見ていないのを確認しながら味見

をさせていただきました。大変怖いお兄さんに

見つかり、大目玉をくらった同級生も、中には

いたようでありました。

また、毎朝水揚げされる新鮮な魚を競り落と

し、氷詰めのトロ箱などに入れて、リヤカーで

売り歩く行商の女性らが活躍した時代でもあり

ました。特に門川では、大きなブリキの中に魚

や干し物を詰め、電車に乗り、県北や、遠くは

令和３年12月３日(金)
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宮崎市辺りまで商いに行く威勢のいいお姉さま

方が、カンカン部隊と言われていました。商品

を詰めたときの重さは40キロぐらいあり、また

両手に発泡スチロールで、中に魚を詰めて電車

に乗るわけですが、駅々にリヤカーがあって、

それでお客様のところへ商いに行く。そのよう

なカンカン部隊でありました。電車に乗る際

は、魚でいっぱいになった発泡スチロールを

「これ運んで」「これも持って行って」と、よ

く手伝わされたことがあります。門川の女性は

とても強いなと思ったところであります。

このカンカン部隊も時代の流れで、平成の初

めの頃にはほとんど姿を消しました。魚の町、

門川というのは、水揚げ量が多かっただけでな

く、県内各地で行商を行うカンカン部隊の販売

活動と、優れた加工技術があったものだと認識

しております。

そこで、漁業の振興についてお伺いいたしま

す。

県では、漁業者が夢と希望を持って漁業に従

事できるよう、「ひなた魚ベーションで新たな

波に乗り成長する水産業」を目標に、持続的に

成長する水産業と多様性にあふれた魅力ある漁

村を目指すこととしております。

今、担い手不足や就業者雇用ができずに廃業

する漁業者もいるようです。魚価の低迷、就業

者の減少や高齢化など、本県漁業の現状を踏ま

え、今後どのような水産業を目指すのか、知事

にお伺いいたします。

以上、壇上からの質問とし、残りは質問者席

より質問いたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

本県の海面漁業、養殖業の生産額は全国第14

位で、特に基幹漁業でありますカツオ・マグロ

漁業や、まき網漁業は、全国トップクラスの生

産を誇っております。

近年の水産業は、担い手の減少に伴う漁村地

域の活力低下や資源管理など、様々な課題を抱

えておりますが、世界的な水産物需要の増大

や、コロナ禍での商品流通形態の変化など、新

たなビジネスチャンスも生まれております。

このような状況を踏まえ、第六次水産業・漁

村振興長期計画におきましては、漁業生産力向

上のための構造改革や、輸出バリューチェーン

と呼ばれるような、付加価値を高めながら製品

を消費者に届ける仕組みの構築、また外国人材

を含めた多様な担い手の確保・育成などを推進

することで、漁業者が潤い、漁村に活力が生ま

れ、水産業に憧れる若い人材が漁村に集まると

いった成長のサイクルが形成されることを目指

しているところであります。

水産業は、地域の社会経済を牽引する重要な

役割を担っておりますので、今後とも関係機関

と連携し、成長産業としての歩みをしっかりと

進めてまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございます。○安田厚生議員

今後も漁業就業者の減少が避けられない状況

であります。水産業の成長産業化を進めるため

には、最先端技術を活用したスマート水産業の

推進が重要であると思います。

また今、水産業の間では、水揚げされた魚を

神経締めして付加価値をつけるような漁業者も

増えているところであります。水産業の在り方

も年々、徐々に変わりつつあるのかなと思って

いるところであります。活力が生まれ、魅力あ

る漁村になれるよう期待をしているところであ

ります。

次に、燃油価格の高騰について質問をいたし

ます。
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南アフリカで確認された新型コロナウイル

ス、新たな変異株「オミクロン株」の出現は、

高騰を続けてきた燃油価格を一気に押し下げる

見込みであります。最近、燃油価格高騰の高止

まりで、世界中の物価が上昇し、私たちの暮ら

しや企業に影響が広がっています。

漁業関係者は漁船の燃料価格の上昇に直面し

ているだけでなく、これまでの新型コロナの影

響で外食需要が落ち込み、魚の値段も下がって

いるところであります。地元の漁業者たちの大

きな負担になっているということでありまし

た。

昨年は、養殖業者等に、出荷ができないタ

イ、カンパチ、ブリなどを学校給食に提供する

など支援をしていただき、大変感謝していると

ころであります。

現在の漁業における燃油費高騰で、事業継続

が困難になるような事態が生じないよう支援し

ていく必要があると思いますが、今回の燃油高

騰による本県漁業への影響とその対策につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

漁船で使用さ○農政水産部長（牛谷良夫君）

れるＡ重油は、１年前と比較して１リットル当

たり30円以上値上がりしており、燃油代は約５

割の増加となっております。

多くの漁業者は、燃油高騰時に漁業者と国が

積み立てた資金から補塡金が交付される「漁業

経営セーフティネット構築事業」に加入してお

りますが、今般の燃油代の大幅な増加分を補塡

金で十分に補うことができないため、漁業経営

は非常に厳しい状況となっております。

このため、県としましては、漁業者が安定し

た経営を維持することができるよう、関係団体

と連携し、効果的な影響緩和措置を国に働きか

けているところであります。

地元でも、１リッター当たり○安田厚生議員

税込みの110円ということで、30円以上値上がり

しているところであります。大変大きな問題で

あります。

2008年の燃油高騰の際に、門川町では１リッ

ター１円の補助を出しました。また、船底のフ

ジツボ撤去等の費用に支援などをいたしたとこ

ろであります。漁業者にそのとき、「１円でい

いの」と問いましたら、「その気持ちがありが

たい」と、漁業者はそういうふうに感じたと

言っておりました。政府は原油高騰対策の一つ

として、漁業者に資金の支援をする方針であり

ますが、国の対策を注視しながら、今後の燃油

高騰の対策に努めていただきたいと思います。

次に、海底火山の噴火に伴う軽石問題につい

て質問いたします。

海底火山の噴火に伴う大量の軽石が沖縄本土

に漂着している問題で、宮崎県内の漁船も操業

中に軽石を吸い込み、被害を受けたと報道され

ました。

今回、福徳岡ノ場噴火により発生した大量の

軽石が本県漁業に及ぼす影響について、農政水

産部長にお伺いいたします。

本県沿岸域で○農政水産部長（牛谷良夫君）

は、軽石の漂流や漁業被害は確認されておりま

せんが、沖縄周辺海域で操業する本県のマグロ

はえ縄漁船において、エンジンの冷却配管に軽

石が入り込む被害が４隻で確認されたほか、軽

石を回避するために漁場を変更する漁船もある

と聞いております。

このため、県としましては、漁業者や関係機

関と連携して、軽石の漂流状況や、被害に関す

る情報の収集と共有化を図りますとともに、本

県漁船に対し、油津漁業無線局から注意喚起の

無線放送を行っているところであります。
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今後とも、本県漁業が軽石の影響を受けるこ

とがないよう、関係機関と連携して取り組んで

まいります。

県内の漁船も、軽石が漂流す○安田厚生議員

る海域で操業する船が少なくないことから、注

意が必要と感じましたので、その対応をお願い

いたします。

次に、ブルーシーフードの取組についてお伺

いいたします。

海の豊かな恵みを守るため、ブルーシーフー

ドの取組が話題となっております。ブルーシー

フードは、資源が豊富な海産物で、カツオやサ

バなど、およそ50種類が指定されております。

近年、乱獲や地球温暖化などが原因で、水産

資源の減少が問題になっています。水産庁によ

ると、資源量の豊富な魚種は全体の25％にすぎ

ないということであります。資源量が多く、持

続可能な魚介類を優先的に消費することで、水

産資源の回復が期待されています。

20年ほど前は、星ガニや桜ガニ、ワタリガ

ニ、また車エビがたくさん水揚げされていまし

たが、今では姿を見ることはなくなりました。

地球温暖化が影響しているのか分かりません

が、生態系が変化しているようにも感じている

ところであります。

本県沿岸漁業における水産資源の持続的利用

に係る取組について、農政水産部長にお伺いい

たします。

本県では平○農政水産部長（牛谷良夫君）

成23年度から、沿岸資源の回復と持続的利用に

係る取組として、県による科学的な資源評価

と、その評価に基づく漁業者自らの資源管理を

推進しております。

現在では、本県沿岸漁業の漁獲量の約８割を

占めるオオニベやカマスなど25種について定期

的に資源評価を行い、その中でも単価が高く資

源の増加で収益性の向上が見込まれるアマダイ

やヒラメ等については、禁漁期の設定や漁獲量

の制限等による管理を行いますとともに、稚魚

の放流による積極的な資源造成にも取り組んで

おります。

今後とも、沿岸資源の持続的利用に向けて、

関係団体及び漁業者と一体となった取組を推進

してまいります。

ありがとうございます。○安田厚生議員

食べるだけでＳＤＧｓの考えに立ったブルー

シーフードの取組は、飲食店やホテルだけでは

なく、大学、大手企業など地域を越えて広がっ

ているものの、世界と比べると大変遅れている

と感じております。引き続き、沿岸資源の回復

に努めていただきたいと思います。

次に、ハモの販売促進について質問をいたし

ます。

先日、宮崎県水産試験場で、宮崎県内産ハモ

に含まれる栄養素「バレニン」が、ほかの産地

と比べて豊富であることが分かりました。この

バレニンは、認知症予防が期待される成分で、

新たなセールスポイントとして販売促進しては

どうかと思いますが、沿岸漁業において重要な

魚種であるハモについて、県は今後どのように

売り込み支援を行っていくのか、農政水産部長

にお伺いいたします。

県産ハモは、○農政水産部長（牛谷良夫君）

底引き網や、はえ縄で年間約50トンの漁獲があ

り、主に関西方面に出荷されていますが、需要

が多い夏を除いて価格が不安定なため、価格の

安定に向けた取組が必要であります。

このため県では、関係団体と連携して、門川

金ハモをブランド認証しますとともに、ハモコ

ロッケなどの加工品開発を支援しております。
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また、昨年度、水産試験場において、議員の

御指摘にもありましたとおり、県産ハモは、認

知症予防効果も期待されるバレニンという機能

性成分が、他県産に比べ２倍以上含まれるとい

うことを確認しております。

今後は、このような特徴も活用しながら、他

県産との差別化を図るなど、県産ハモの有利販

売に向けた取組を支援してまいります。

ありがとうございます。○安田厚生議員

認知症予防の効果があることをＰＲし、県と

しても販売の強化をしてほしいと思います。今

が旬を迎えるハモであります。ハモはキロ当た

り単価が大変今、安くなっているところであり

ます。私もハモをさばきますが、骨切りが大変

難しくて、１回、２回、８回、切れ目をじょり

じょりと入れて、８回目に引くんですね。ちょ

うど８センチくらいの大きさになるんですけれ

ども、大変難しく、手切りではなかなか難しい

です。やはり、機械で切るのと手切りするのと

は大分味の差が生まれてきます。機械のほうが

大変おいしいです。

そのような新たな特産物のＰＲやブランド化

を進め、県内水産物のさらなる知名度アップを

図っていただきたいと思います。

次に、鳥インフルエンザ対策についてお伺い

いたします。

昨年度、本県で発生した鳥インフルエンザで

は、12農場、関連農場で約92万羽が殺処分され

ました。防疫作業に県や市町村等から動員され

る防疫従事者と、自衛隊、建設業協会をはじ

め、多くの関係団体の方の御協力に感謝いたし

ます。

先日、宮崎市佐土原町の調整池で採取された

野鳥のふんから、鳥インフルエンザウイルスが

検出されました。今年は昨年度よりも強い警戒

が必要と思いますが、鳥インフルエンザの発生

に備えた防疫体制について、農政水産部長にお

伺いいたします。

昨シーズン○農政水産部長（牛谷良夫君）

は、連続発生時の防疫作業者の動員調整や防疫

措置に関する役割分担と情報共有の在り方、資

材の供給体制等の課題が確認されたところであ

ります。

このことを踏まえ、防疫作業の一翼を担う建

設業協会や養鶏関連団体等との連携強化、県及

び現地対策本部における各班の役割や作業スケ

ジュール、連絡体制の明確化などの見直しを

行ってきたところであります。

さらに、県防災情報共有システムによる関係

者間の情報共有や、新たに整備した防疫資材庫

を活用した資材の供給体制を構築しますととも

に、防疫演習において、その実効性を検証して

まいりました。引き続き、関係者一丸となっ

て、迅速な防疫措置が実施できるよう努めてま

いります。

昨年も12月以降に、この鳥イ○安田厚生議員

ンフルエンザが発生しております。また今日、

熊本で発生したというようなニュースが流れて

おりました。しっかりとした防疫体制をお願い

いたします。

次に、農林水産業の６次産業化の推進につい

て質問いたします。

近年、農林水産業を取り巻く情勢は厳しさを

増しています。何よりも恐ろしいのが天候であ

ります。気候の変動により、「今世紀最大」

「何年ぶりかの」といった仰々しい冠をつけた

天災が、毎年のように起こるようになりまし

た。また、県内に甚大な影響を及ぼした家畜伝

染病や鳥インフルエンザといった様々な被害も

あります。
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その一方で、デジタル技術が急速に発展し、

スマート農業などの推進により、生産性の向上

が期待されています。最先端の技術や新たな価

値を積極的に取り入れながら、６次産業化への

取組を進め、本県の農林水産業をもうかる産業

としていくためには、国の支援制度に頼るだけ

でなく、本県が主体的に支援策を講じることが

必要であります。

せっかく魅力的な商品を創ることができて

も、生産計画が甘く、ビジネスモデルが見誤っ

たことで失敗に陥るケースも少なくありませ

ん。また、生産から加工、販売を１社で担うこ

とが困難な企業もあります。

今後、６次産業化を進めるために、県はどの

ような対策を組んでいくのか。農政水産部長に

お伺いいたします。

御指摘のとお○農政水産部長（牛谷良夫君）

り、６次産業化の取組につきましては、生産か

ら加工、販売までを農漁業者だけで担うことに

負担が大きい場合もあります。

このため県では、個別の６次産業化支援に加

え、多様な事業者が一体となって新商品・サー

ビスの開発を目指す、ローカルフードプロジェ

クトの取組を支援しているところであります。

具体的には、今年７月にプラットフォームを

設立し、11月末現在、全国最多の99者の食と農

の関係者に参画いただいて、地域の食資源を活

用した機能性食品の開発や、オンラインツアー

の企画など、様々なプロジェクトを立ち上げて

おります。

県としましては、このような６次産業化の新

たな推進体制を構築しながら、本県農水産物の

高付加価値化に向けた取組を強化してまいりま

す。

多様な関係者と連携をするこ○安田厚生議員

とにより、新たな６次産業化の取組で、持続可

能な農林水産業、地域産業につなげていただき

たいと思います。

次に、新規就農支援についてお伺いいたしま

す。

宮崎県の新規就農者が、４年連続で400人を超

えたと聞いております。また、農業法人数と雇

用就農者数の推移も増加しております。新規就

農に関する県の幅広い施策の効果が現れている

と感じています。

先月、農林水産省が2022年度に、将来の農業

の担い手となる49歳以下の新規就農者を育成す

る支援策を刷新する旨の報道がありました。就

農者の経営開始に必要な初期投資への支援を追

加することで、就農者の経営の安定化や長期定

着を後押しする目的であります。

本県農業の発展のためには、今後、多くの若

者に農業の魅力を伝えることが重要だと考えて

おります。

持続可能な魅力ある宮崎農業の実現に向け

て、どのように新規就農者を確保・育成してい

くのか、農政水産部長にお伺いいたします。

新規就農者の○農政水産部長（牛谷良夫君）

確保・育成につきましては、第八次長期計画の

重点施策の一つとして位置づけ、積極的に取り

組むこととしております。

具体的には、インターネットを活用した魅力

ある農業経営を展開する先輩農業者の情報発信

や、県内外での就農相談会の開催、県内13か所

の就農トレーニング施設における研修の実施な

どにより、新規就農者を確保しますとともに、

経営発展段階に応じた体系的な研修や、高度な

経営力を習得させるための講座の開催などによ

り、産地を牽引するリーダーの育成に取り組ん

でおります。
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県としましては、引き続き、関係機関と連携

して、多様な人材を新規就農者として幅広く確

保・育成し、本県農業の維持、発展を図ってま

いります。

地方回帰や移住など、地方で○安田厚生議員

就農する動きもありますので、ぜひ、新規就農

者の確保と人材育成を推進していただきたいと

思います。

次に、県産材の利用推進ついて質問いたしま

す。

県は、県が実施する事業はもとより、補助事

業等における県産材の利用を促進し、木材のよ

さを普及啓発するとともに、県民生活に深く関

わりのある公共建築物の木造化・木質化を積極

的に推進して、県産材の需要拡大を図るとして

おります。

昨年度から取り組まれている、みやざき材で

創る「新しい生活様式」空間づくり支援事業に

おいて、ＰＲの効果の高い施設として、どのよ

うなところに支援しているのか、環境森林部長

にお伺いいたします。

本事業は、新○環境森林部長（河野譲二君）

型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りつ

つ、県産材の需要の維持・拡大を図るため、県

産材を活用した「新しい生活様式」に配慮した

民間の施設整備等を支援するものであります。

その支援先としては、ＰＲ効果の高いレ

ジャー、観光などの不特定多数の利用者が見込

まれる施設としており、令和２年度は、24件の

施設整備等に約7,100万円を助成しております。

具体的な支援先としては、全国でも珍しい木

造の映画館である宮崎キネマ館のほか、内装木

質化では、宮崎駅構内の観光案内所やカフェ、

テゲバジャーロ宮崎のホームとなっているユニ

リーバスタジアム新富、さらに外構施設とし

て、えびの高原内のグランピング施設のウッド

デッキなどとなっております。

ありがとうございます。○安田厚生議員

周囲を見れば、多くのところで県産材が使わ

れていると感じました。今度とも県産材の利用

促進に努めていただきたいと思います。

次に、林内路網の整備についてお伺いいたし

ます。

人工林は、豊富な森林資源を「伐って、使っ

て、植える」という形で循環利用することを通

じて、森林の適切な管理、林業の成長産業化を

両立していくことが求められています。

この両立に当たっては、林業の重要な生産基

盤の一つである林道等の路網整備を推進するこ

とが重要であり、林道と森林作業道をそれぞれ

の役割に応じて適切に組み合わせ、路網整備を

進めることが大事であります。

しっかりと路網整備をしないと、近年の台風

災害や線状降水帯などの豪雨により、土砂災害

の発生につながるのではないかと心配している

ところであります。

県は、林内路網の整備について今後どのよう

に取り組んでいくのか、環境森林部長にお伺い

いたします。

林道や森林作○環境森林部長（河野譲二君）

業道から成る林内路網は、木材生産の低コスト

化等を図る上で、欠くことのできない重要な生

産基盤であり、これまで、その整備に積極的に

取り組んだ結果、本県の整備状況は、全国トッ

プクラスとなっております。

このような中、本県の人工林は、本格的な伐

期を迎えていることから、さらなる効率的な輸

送のため、林道の高規格化を図り、セミトレー

ラー等の大型車両が安全・安心に通行できるよ

う、開設や改良及び舗装に取り組むこととして
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おります。

また、災害の激甚化に対応するため、河川や

渓流の影響を受けにくい路線計画や、排水施設

の適切な設置による強靭な林道整備に取り組む

とともに、森林作業道においても、地形や地質

に配慮し、強固なものとなるよう整備を進めて

まいります。

林内路網の整備については、○安田厚生議員

地域防災の観点からも、災害に強い林道の整備

が求められておりますので、引き続きお願い申

し上げます。

次に、林業大学校と高校の連携についてお伺

いいたします。

本県の林業において、少子化、担い手不足な

どが心配される中、「人を大事にし、人を育て

る」「地域を守り、地域を活性化する」という

地域創生の観点から、地域担い手づくりを後押

しする必要があると思います。

杉素材生産30年連続日本一になるなど、豊か

な自然に恵まれています。そのような中、県内

には、林業系学科や体験型の新たなカリキュラ

ムを導入した林業高校はありません。生徒がお

互いに切磋琢磨する中で、将来の林業振興を担

う人材育成を図る必要があると思います。県内

で高校実習など林業を学ぶことも大切でありま

す。

みやざき林業大学校における県内高校との連

携について、環境森林部長にお伺いいたしま

す。

これからの本○環境森林部長（河野譲二君）

県林業を担う人材の確保を図るためには、森林

・林業についてのキャリア教育も重要であるこ

とから、みやざき林業大学校の公開講座におい

て、高校生を対象とした体験学習を行っており

ます。

具体的には、門川高校及び日南振徳高校と連

携し、森林・林業に関する学習や木材加工施設

の視察、高性能林業機械の操作体験などを行っ

ております。

また、普通科高校と連携して、希望する生徒

に対し、宮崎大学農学部の協力を得て、森林の

役割に関する講義や林業体験を行っておりま

す。

今後とも、県内高校との連携を図り、高校生

に林業を学ぶ機会を積極的に提供し、森林・林

業についての理解を深めていただくことによ

り、将来の本県林業をリードする担い手の確保

につなげてまいりたいと考えております。

ありがとうございます。○安田厚生議員

地球温暖化対策の鍵は森林が握っています。

再生可能な資源として、今、木材が注目されて

いるところであります。森林環境を柱に学べる

場所が必要だと感じましたので、前向きに検討

いただきたいと思います。

次に、医師不足についてお伺いいたします。

持続可能な地域医療の体制を確保するために

は、将来において、実行してよかったと思える

ような改革を行い、全国的にも先駆けとなる大

胆な政策が必要であります。関係大学の協力を

得ながら、必要な医師確保に努め、初期研修医

の受入れなど医師の育成に取り組み、医師数も

増えているところでありますが、県全体の医療

体制の最適化を図るべきと考えます。

10月に開催されました「宮崎から医師を目指

そう！応援フォーラム」はどのような反響が

あったのか。これまでの医師確保の取組につい

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

県ではこれ○福祉保健部長（重黒木 清君）

まで、医師確保を図るため、宮崎大学や県医師

会、市町村をはじめとする関係機関と連携し、
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地域枠の設置や医師修学資金の貸与、若手医師

のキャリア形成支援、県外からの医師招聘など

に取り組んできております。

また、「宮崎から医師を目指そう！応援

フォーラム」につきましては、医師を目指す子

供たちを増やすため、中高生等を対象に例年開

催しているものであり、今年度は、過去最高と

なる約200名に参加していただき、参加者から

は、「宮崎の地域医療の現状がよく分かった」

「医学部受験へのモチベーションが高まった」

との声をいただいたところであります。

このような中高生から医学生、医師に至るま

で、ターゲットに応じた取組により、県内で臨

床研修を開始する医師数が徐々に増加するな

ど、その成果が現れてきており、今後も引き続

き、関係機関一体となって、さらなる医師確保

に努めてまいります。

ありがとうございます。○安田厚生議員

地元の方よりお手紙を頂きました。その内容

は、「地元病院の脳神経外科の医師が昨年度３

月で退職され、その後、後任の脳神経外科医が

不在となっています。このような事態になり、

地元病院における医師の確保は住民にとって命

に関わる重要なことであり、一日も早い脳神経

外科医の確保を願う」ということでありまし

た。

私もその病院に、今年５月に入院しました。

病名は言えませんが、３日、４日ほどの入院で

ありました。そのとき、患者さんが大変少ない

なと感じたところであります。その病院は大き

い病院で、これまで患者数も多い病院だったの

で、大変心配しているところであります。

これまで県は、地域枠・地域特別枠・長崎大

学の医学部宮崎枠の設置等により、約280名が医

学部に入学しており、医師数も増えてきている

状況でありますが、さらなる医師確保に努めて

いただきたいと思います。

次に、河川区域内の民有地の現状と今後の取

組についてお伺いいたします。

県が管理する河川の河川敷のうち、一級河川

では約１割、二級河川では約６割の民有地があ

るということでありますが、門川町五十鈴川で

は、河川区域内に杉、竹、田んぼ、畑などの民

有地があります。台風など大雨が降り、一定の

水位を超えた際には、木の葉や枝などが流れて

きて杉や竹に引っかかり、河川の流れをせき止

めるなど、河道に影響が出ています。

また、河川の上流は掘削が進み、氾濫するお

それは少ないものの、河川整備を進めること

は、県民の生命と財産を守る上で重要なことで

あります。

そこで、五十鈴川の小園井堰下流地区におけ

る河川掘削の予定について、県土整備部長にお

伺いいたします。

五十鈴川の河○県土整備部長（西田員敏君）

川整備につきましては、小園井堰から上流の更

生橋までの８キロメートル区間において、令和

元年度から事業に着手しまして、近年、浸水被

害のあった小松地区などにおいて河川掘削を行

い、治水安全度の向上を図っているところであ

ります。

議員御質問の小園井堰から下流の地区につき

ましては、過去の河川整備により、一定の流下

能力を有していることから、現在実施中の事業

を完成させた上で、河川内の土地利用状況の変

化や堆積状況などを見ながら、河川掘削等の対

策の必要性について検討していくこととしてお

ります。

今後とも、地元の皆様や門川町と連携を図り

ながら、五十鈴川の早期整備に取り組んでまい

- 180 -



令和３年12月３日(金)

ります。

ありがとうございます。○安田厚生議員

河川の特性と地域の実情に応じた河川整備を

進めていただきたいと思います。

次に、河川パートナーシップ事業について質

問をいたします。

河川パートナーシップ事業を活用して、私は

地域の皆さんと一緒に堤防の草刈りを年２回し

ています。この河川パートナーシップ事業を始

める前には、河川にテレビや冷蔵庫など様々な

ごみが捨ててあり、環境的にもよくありません

でした。今、河川パートナーシップ事業で草刈

りをしているところには、ごみ等はありませ

ん。

また、さきに質問いたしました河川区域内の

民有地には、まだたくさんのごみが残っている

ようであります。河川をきれいにするには、河

川整備は大切だと考えているところでありま

す。

この河川パートナーシップ事業への参加者は

高齢化が進み、体力的にも大きな負担となって

いるところでありますが、今後の対応につい

て、県土整備部長にお伺いいたします。

河川パート○県土整備部長（西田員敏君）

ナーシップ事業は、県が管理する河川の草刈り

などを実施した団体に報奨金を支給するもので

あり、令和３年度は756団体に活動いただいてい

るところであります。

議員御指摘のとおり、近年、参加者の高齢化

が進んでおり、また、猛暑日の増加などによ

り、草刈りの作業環境は厳しさを増しているこ

とから、今後の河川パートナーシップ事業の維

持について懸念しているところであります。

このため、作業の省力化を図ることを目的

に、令和２年度より自走式草刈機の貸出制度を

試行的に導入し、また、県庁ホームページや市

町村の広報紙で事業をＰＲするなど、団体の募

集活動も積極的に行っているところでありま

す。

今後とも、良好な河川環境を確保するため、

河川パートナーシップ事業を推進してまいりま

す。

引き続き、業務の拡大に努め○安田厚生議員

ていただきたいと思います。

私が参加している堤防の草刈りについては、

私の父より年上の88歳の方が、まだのり面等の

草刈りをしているところであります。また、今

年は雨が多くて、草の伸びが早くて、２メー

ターを超えるような草を刈っている姿を見まし

た。その地域の方々と話しますと、「厚生

君、10年後、20年後はもう無理よ」「地域では

どうしてもできないよ」というような話も出て

きているところであります。

そういった場合には、何か手を打たないとい

けないのかなと思っているところでありますけ

れども。いろんな地域からもボランティアを募

集すると、またそういう流れもできてくれるの

かなと思っておりますので、そういうところも

お願いいたします。

また、報奨金の見直しや自走式の草刈り、ま

だ配備されていない土木事務所もありますの

で、堤防ののり面の整備も強くお願いいたしま

す。

浸食対策について質問いたします。

門川町の向ヶ浜は、門川湾に面する約１キロ

メートルの浜であります。北側には五十鈴川が

流れ込み、正面には乙島、その向こうにはカン

ムリウミスズメの繁殖地である枇榔島が見えま

す。

向ヶ浜では散歩する方や投げ釣りを楽しむ人
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がいます。特に今ではキスが釣れるようであり

ます。また、サーフィンもでき、サーファーの

間では有名なローカルポイントとなっていま

す。小学校時代にはお別れ遠足などにも使用さ

れるなど、町民にとって癒やしの場所でありま

す。

その向ヶ浜は、度重なる台風の高波などで、

予想よりも砂浜の浸食が進み、五十鈴川の河口

では砂がたまり、河口を塞ぐ形になっていま

す。

五十鈴川河口に堆積している砂の対応につい

て、県土整備部長にお伺いいたします。

五十鈴川にお○県土整備部長（西田員敏君）

きましては、近年、河口部の左岸側に砂が堆積

している状況であります。このため現地確認を

行うとともに、測量の実施や過去の航空写真の

比較をしたところ、特に河川の流れの阻害は見

られないことから、現時点において、直ちに治

水上支障となる状況にはないと判断しておりま

す。

しかしながら、堆積している砂の状況は、出

水等により常時変化しますので、日常的な河川

巡視に加え、地域の皆様からの情報もいただき

ながら、河口部の状況を注視してまいります。

ありがとうございます。○安田厚生議員

河川の流れの阻害は見られませんが、河口に

堆積している砂の移動等も研究していく必要が

あるのかなと思っているところであります。こ

のままでいいのかなと心配される地元の方もい

ますので、今後とも対応していただきますよ

う、お願いいたします。

次に、最新技術で課題を解決するＤＸについ

てお伺いいたします。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、大

きく変化している社会・経済を取り巻く環境に

対応するため、ＤＸ（デジタルトランスフォー

メーション）化を進めています。最新技術で課

題を解決するＤＸを進めていくためには、人材

育成が特に重要であると思いますが、県はどの

ように取り組んでいくのか、総合政策部長にお

伺いいたします。

ＤＸを推進し○総合政策部長（松浦直康君）

ていくためには、議員御指摘のとおり、行政も

含め、様々な分野にＡＩやＩｏＴなどの専門知

識を有し、課題解決につなげていける人材を育

成・確保することが必要であります。

また、誰一人取り残さない、人に優しいデジ

タル化を進める上では、デジタルに不慣れな高

齢者などにとっても使いやすい技術が進みます

とともに、操作にも慣れていただけるようにサ

ポートしていくことが重要であります。

そのため、関係機関と連携し、ＤＸに関する

研修の実施や相談対応、国のデジタル活用支援

員の活用など、それぞれのレベルやライフス

テージに応じた、きめ細かな人材育成を進めて

まいります。

ＤＸを含め、人材育成が重要○安田厚生議員

でありますので、研修等を行い、サポートをお

願いいたします。

次に、マイナンバーカードの普及についてお

伺いいたします。

マイナンバーカードの普及促進と県の役割に

ついて。県では、日本一のマイナンバー県、取

得推進強化に努めております。宮崎県の取得率

は50％を超え、今、全国で１位でありますが、

これまで以上にマイナンバーカードやポイント

サービスなど、利用場面が増えていかないと、

なかなか取得するモチベーションが上がらない

と思います。

行政手続、行政分野、民間サービスの利用も
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広がってくると思いますが、マイナンバーカー

ドを普及促進するため、県としてどのように取

り組んでいるのか、総合政策部長にお伺いいた

します。

マイナンバー○総合政策部長（松浦直康君）

カードは、デジタル化を進めるための重要な社

会基盤であり、例えば今年10月からは、健康保

険証として利用できるシステムの運用が始まる

など、その利便性は徐々に高まってきておりま

す。

しかしながら、マイナンバーカードを日常的

に利用する機会がまだまだ少ないことや、個人

情報の漏えい等に対する不安などから、交付率

は、全国平均で見ましても４割程度にとどまっ

ております。

県といたしましては、県民の皆様がマイナン

バーカードの利便性を実感し、安心して使って

いただけるよう、全国知事会等を通じて、ス

マートフォンへの機能搭載、あるいは各種免許

証との一体化など、さらなる利便性の向上や安

全性の確保について、国に要望いたしますとと

もに、県民への啓発を行うなど、マイナンバー

カードの普及に引き続き取り組んでまいりま

す。

このマイナンバーで、医療費○安田厚生議員

の通知情報の履歴をマイナポータルで閲覧でき

るようになりました。これからは、いつでもど

こでも、自身の医療費通知情報の履歴を確認す

ることが可能です。また、確定申告における医

療費控除の手続も簡単になるようです。

私も登録をいたしましたが、なぜかうまくい

きません。携帯は最新のものを用意しているん

ですが、ＤＸ時代に既に遅れているような自分

がいることに、すごく違和感を感じているとこ

ろであります。

次に、男性版産休制度についてお伺いいたし

ます。

出生時育児休業は、子供が生まれてから８週

間以内に、最大４週間まで仕事を休める制度で

す。育児・介護休業法が改正され、来年10月か

ら始まります。厚生労働省の発表によると、民

間企業等の男性の育児休業取得率は年々上昇

し、2020年度は12.65％と、５年間で10ポイント

上昇いたしました。政府は、国家公務員の男性

育児休業取得率を2025年までに30％にする目標

を掲げています。

県庁においても男性職員の育休取得を促進す

るには、取得しやすい環境づくりが重要だと思

いますが、どのように取り組んでいるのか、総

務部長にお伺いいたします。

男性職員が育○総合政策部長（松浦直康君）

児休業を取得しやすい環境を整備するには、育

児参加のための休暇制度等の周知や、所属の理

解及び支援が重要であります。

このため、職員に対して、各種休暇等を取り

まとめた「両立支援ハンドブック」の周知を図

るとともに、職員が作成した育児休業等の利用

計画であります「子育てマイプラン」を基に、

所属長等が面談を行い、所属内の業務分担の見

直しや、育児休業等の取得の働きかけなどを

行っております。

また現在、国において育児休業の取得回数制

限の緩和などについて検討が行われており、県

におきましても、国に準じた制度設計を行い、

さらなる取得促進を図ってまいりたいと考えて

おります。

出産後は、女性の身体的・精○安田厚生議員

神的な負担が大きいため、夫のサポートで産後

うつを防ぐ効果も期待されております。夫婦協

力しての子育てが大変大事だと感じたところで
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あります。

私にも娘がおりまして、今年３月に初孫が生

まれました。出産後は１か月程度、家で様子を

見ましたが、子育てというのは大変だなと感じ

たところであります。実家で出産後に育児をす

るというのは大変心強かったのかなと、親の立

場から考えると、そういう思いをしたところで

あります。

育休を取りやすい環境も必要だと思いますの

で、今後ともよろしくお願い申し上げます。

次に、学校通学路の安全対策についてお伺い

いたします。

通学路などの交通安全対策に、国土交通省は

来年度予算の概算要求で、通学路の交通安全対

策費として2,265億円を充てる見込みでありま

す。

千葉県で今年６月に、下校中の小学生５人が

トラックにはねられて死傷する事故を受けて、

点検が行われたと思いますが、学校通学路の安

全対策について、教育長にお伺いいたします。

通学路の安全対策○教育長（黒木淳一郎君）

につきましては、これまで市町村教育委員会や

道路管理者、地元警察署等が連携して、合同点

検を実施してまいりました。

本年度より、千葉県で発生した事故を受け、

新たに「見通しのよい道路など車の速度が上が

りやすい箇所や大型車の進入が多い箇所」など

の観点を加えて、点検を行っております。

その結果、暫定値ではありますが、学校や教

育委員会が対策を実施すべき箇所は313か所であ

りまして、そのうち110か所が対策済みとなって

おります。

具体的な対策といたしましては、それぞれの

箇所に応じた安全教育の実施や、ボランティア

等による見守り活動のほか、通学路の変更を行

うなどの取組が進められているところでござい

ます。

通学路における合同点検の結○安田厚生議員

果と今後の取組について、県土整備部長、また

警察本部長にお伺いいたします。

今回、合同点○県土整備部長（西田員敏君）

検の結果、県管理道路において対策が必要とさ

れた箇所は、暫定値ではありますが、176か所と

なっております。

通学路の安全対策は重要な課題でありますこ

とから、これまでも歩道の設置や拡幅をはじ

め、歩道と車道の境界への防護柵の設置、区画

線の引き直しなどの対策を進めているところで

ありまして、対策が必要な176か所のうち、既

に77か所の整備に取り組んでいるところであり

ます。

今後、まずは、着手している箇所の早期完成

に努めますとともに、今回の点検で確認した新

たな対応が必要な箇所についても、順次、整備

を進めてまいります。

警察では、今回○警察本部長（佐藤隆司君）

の合同点検により、暫定値ではありますが、何

らかの対策を必要とする箇所として、195か所を

把握しております。

対策の内容としましては、信号機や横断歩道

の設置、規制の見直し、一時停止線の補修をは

じめ、交通指導取締りなどのソフト対策があ

り、既に81か所の対策に取り組んでいるところ

です。

通学路の安全対策につきましては、引き続

き、教育委員会や道路管理者などと連携しなが

ら、可能なものから速やかに実施してまいりま

す。

地域の通学路を見ますと、危○安田厚生議員

険な箇所がたくさんあるなと感じているところ
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であります。先ほど言われた箇所につきまして

も、対策をお願いいたしたいと思います。

また朝夕、子供たちの見守りを続けているボ

ランティアの方々に感謝申し上げまして、私か

らの一般質問を終わりたいと思います。本日は

どうもありがとうございました。（拍手）

次は、井上紀代子議員。○濵砂 守副議長

〔登壇〕（拍手） 県民の○井上紀代子議員

声、井上紀代子です。

県政に興味を持ち、おいでいただきました傍

聴席の皆様に感謝しつつ、通告に従い一般質問

をいたします。

新型コロナウイルスワクチンの３回目の追加

接種が12月１日から全国で始まりました。オミ

クロン株に対しては効き目が落ちるとの懸念の

声はありますが、政府は重症化予防などに一定

の効果があると見て、接種事業を進められてい

ます。

報道にもあるとおり、変異株「オミクロン

株」の感染者が国内で確認され警戒感が高まる

中、政府は流行の第６波への備えを強めていま

す。宮崎県の第６波への体制整備も怠りなく進

めなければなりません。

先日自宅に、宮崎県地域医療・福祉推進協議

会代表世話人、宮崎県医師会会長河野雅行氏か

ら決議文の送付を受けました。「有事と平時の

医療提供体制維持に向けた財源確保を求める決

議」というものでした。宮崎県地域医療・福祉

推進協議会の43団体は、宮崎県の脆弱な医療体

制を共に支えていただいている団体で、第６波

への危機感等を強く感じ、決議文を重く受け止

めたところです。

第５波までのコロナウイルス対策で体験し実

感していることは、新規感染者の拡大と重症化

にどう対応するかで、脆弱と表現される宮崎県

の医療体制のありようが問われていると考えま

す。

医療体制の強化の一丁目一番地は、「マス

ク、手洗い、換気」「３密を避ける」であり、

１波から５波まで体験してきたウイズコロナの

生活の遵守を、県民とともに再度確認すること

が必要と思います。県民が体の変化に気づいた

とき、身近に相談できるかかりつけ医の推進は

大切で、薬剤師さん等医療関係機関を活用した

り、身近な市町村の地域センター、あらゆる機

関が県民の耳として対応できる仕組みが必要だ

と考えます。

必要な機関がパニックに陥らないよう、分散

と集中が医療体制強化には求められると思いま

す。何よりセンセーショナルに膨れ上がる情報

過多の中でも、常に県民への正確、適切な情報

の提供が大切で、県民の県に対する信頼を失う

ことがないよう、知事の発信力は重要と考えま

す。

そこで、第６波に向けた医療提供体制の強化

には、知恵と工夫を重ね、宮崎県の脆弱な医療

体制の強化が必要と考えます。知事にお伺いい

たします。

壇上からの質問は以上とし、以下は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

第６波に向けた医療提供体制の強化に当たり

ましては、入院受入れ体制の強化はもちろんの

こととしまして、もともと医療体制が脆弱な本

県におきましては、入院治療までは必要ない軽

症、無症状の方を受け入れる宿泊施設や自宅を

含めた療養体制、これらを総合的に強化してい

くことが重要なポイントと考えております。

このため、現時点で入院病床を339床まで増床
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するとともに、回復期の患者の受入先となる後

方支援病院も増やし、まずは、患者の入院受入

れ体制を強化したところであります。

その上で、宿泊施設についても必要数を確保

し、自宅療養につきましては、県医師会や訪問

看護ステーションと連携し、療養者に対する健

康観察体制を強化したところであります。

さらに、宿泊及び自宅療養者の症状が悪化さ

れた場合の診療体制の確保を進めるとともに、

重症化を防ぐための抗体カクテル療法の実施体

制も整えたところであります。

私としては、このような取組を通じて、入院

が必要な方については、速やかに医療機関で受

け入れるとともに、宿泊及び自宅療養者につい

ては、日々の健康管理を適切に行いながら、医

療機関、宿泊施設、自宅を含めた総合的な体制

で患者をしっかりと受け止め、新型コロナの脅

威から、県民の命と健康を守ってまいります。

以上であります。〔降壇〕

御答弁、ありがとうござい○井上紀代子議員

ました。

「空気感染か」などと不安になる文字を見か

ける変異株「オミクロン株」ですが、性質はほ

ぼ不明、デルタ株をしのぐ感染力、ワクチン効

果を低下させる等々、わけなく不安を感じま

す。

このまま第６波へ進んでいくのではないかと

いう漠然たる不安です。県民の対応について、

知事にお伺いいたします。

先日、国内でも初めて○知事（河野俊嗣君）

「オミクロン株」の感染が確認されたところで

ありますが、その感染力や重症化率、ワクチン

の有効性等について、現時点では国においても

評価がなされておりません。現在、専門家が進

めております分析、また国内外における感染の

広がり、その影響など、今後の動向をしっかり

と注視していく必要があると考えております。

この「オミクロン株」を巡りましては、日々

様々な情報が飛び交っているところであります

が、大事なことは、新たな変異株であっても、

一人一人の感染防止対策は従来と変わらないと

いうことであります。

県民の皆様には、この点を認識いただきまし

て、引き続き「３つの密」の回避をはじめ、マ

スクの着用や小まめな手洗い、十分な換気など

の基本的な対策を徹底していただきたいと考え

ております。

県としましては、県内の監視体制を強化した

ところでありまして、今後、最新の知見等につ

きまして、適切に情報提供を行ってまいりま

す。県民の皆様におかれましては、国や県の提

供する正しい情報に基づいて、冷静に行動いた

だきますようお願いいたします。

現在の落ち着いて見えるこ○井上紀代子議員

のときまで、物議を醸したＧｏ ｔｏ キャン

ペーンや、飲食店・観光事業者等の事業・雇用

継続のための支援、ばらまき合戦と酷評されて

いる一律給付等々、様々な支援が打ち出されて

きました。いずれも、ワクチンも治療薬もな

かった、先の見えない中での対策でした。

諸外国においても、長期のロックダウンとと

もに、日本と似たような支援策が講じられてい

るようですが、金額ベースでの支援策の手厚さ

は、ＧＤＰの２割を拠出した日本が、世界第２

位との報道があります。

ただし、将来、私たちの子孫がそのツケを負

担しなければならない莫大な予算を費やした施

策であったのにもかかわらず、その支援が届か

ず、日々絶望感を募らせながら暮らしていた

人々がいたことに、今こそ私は目を向けなけれ
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ばならないと考えています。

知事は６月議会において、「コロナ禍の影響

は社会的弱者がより大きな影響を受けており、

結果として自殺の増加につながっている。弱い

立場にある方々の暮らしをどう支えていくかが

課題である」との認識を示していただきまし

た。

様々なコロナ支援策を講じてきた中で、弱い

立場の方々の声をどのように吸い上げ、施策を

展開してきたのか、今後、ウイズコロナ、ポス

トコロナの対策を展開していく上でどのような

工夫を重ねていかれるのか、知事にお伺いいた

します。

本県におきましても、○知事（河野俊嗣君）

これまで５回にわたり、新型コロナの大きな感

染の波が押し寄せて、県民への外出自粛などの

行動要請や飲食店等への時短要請を行う中で、

県民生活の様々な分野に大きな影響が及んでい

るものと認識しております。

私としましては、まずは県民の安心・安全を

守るため、感染拡大の防止に全力で取り組むと

ともに、新型コロナの影響を受けた方々の声を

お聞きするため、生活困窮の相談窓口の充実を

図るとともに、生活困窮世帯を直接訪問するア

ウトリーチ型の取組も始めたところでありま

す。

また、住居確保の支援、子育て世帯や生活困

窮世帯に対する給付金など、個人に対する支援

とともに、コロナの影響を受けた事業者に対す

る県独自の支援金などにも取り組んできたとこ

ろであります。

現在、感染が落ち着き、経済活動の再開と日

常生活の維持を進めているところであります。

国の施策においても、新たな支援策が示されて

おりますので、このような状況を踏まえ、引き

続き、困窮する方々、弱い立場にある方々の声

にしっかりと耳を傾け、寄り添いながら、施策

の充実を図ってまいります。

大変手厚い施策を打ち出し○井上紀代子議員

ていただき、ありがたいと思っています。これ

がしっかりと届くことを期待しているところで

す。

令和元年度から令和３年度現在までの生活福

祉資金の貸付状況を伺います。また、貸付状況

がすさまじく増加していることをどのように捉

えているのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

令和２年３○福祉保健部長（重黒木 清君）

月から始まりました生活福祉資金特例貸付けの

県内の貸付状況につきましては、令和３年11

月26日時点で約２万件、86億3,000万円余の貸付

決定が行われております。

この特例貸付けにつきましては、新型コロナ

の影響によりまして減収となった方が利用でき

るものであり、新型コロナの発生から２年近く

が経過し、様々な分野に影響が及んでいく中

で、困窮に至る世帯が増えたことによるものと

認識しております。

おっしゃるとおり、困窮に○井上紀代子議員

至る世帯が増えたということの実態だと思うん

ですね。生活保護世帯が増えていくことと、こ

の貸付資金が増えていくこととは、またちょっ

と意味が違うんですね。生活保護世帯は、なぜ

生活保護世帯にならないように本人たちが気を

つけていくのかというのは、そこにいろいろな

縛りがあまりにも大きいからなんですね。その

縛りの中で生活保護世帯になれないという方た

ちが大変多いということも、ぜひお考えいただ

きたいと思います。

では、これを踏まえて、いつの時代でも社会
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・経済が逼迫、緊迫すると、社会・経済を支え

ている大切な一員であるにもかかわらず、社会

的弱者に目が届かなくなり、格差とか貧困が拡

大してしまいます。

野村総合研究所の全国を対象とした調査で

は、本年末の時点で、パート・アルバイト勤務

の女性103万人、男性43万人が、シフト勤務が５

割以上減少し、休業手当を受け取っていない実

質的な失業者となっていると推計しています。

また、シフトが減少したパート・アルバイト

の半分は、国が打ち出したシフト減でも休業手

当を受け取れることや、休業支援金・給付金の

ことを全く知らず、７割強の方が休業手当を受

け取っていないという実態が明らかになってい

ます。

これは、一般的な行政等からの広報紙、テレ

ビ、ホームページ等を用いた情報提供では、

せっかくの支援策が伝わっていないこと、ま

た、その勤め先においても十分な情報提供がな

されていないことを示しています。

そこで、国、県、市町村の様々な対策の情報

を、これらの社会的弱者に確実に届けていくた

めに、県はどのような対策を講じてきたのか。

また、その効果はどうであったのか、福祉保健

部長にお伺いいたします。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

の影響によりまして困窮する県民を支えるため

に、国、県、市町村が連携を図りながら、様々

な支援を行っているところであります。

具体的には、生活困窮世帯や子育て世帯に対

する給付金等の支給とともに、休業手当の支給

を促進するための措置などが講じられてきてお

ります。

これらの支援制度の活用を促進するために

は、県では、ホームページへの掲載に加え、新

聞等のメディアを活用した広報活動や、制度の

内容によりましては、対象者へ直接、案内文書

を送付するなど周知に努めるとともに、相談員

が積極的に地域に出かけ、制度の紹介も含め、

相談対応を行ってきております。

これらの取組を通じ、生活困窮者の自立につ

いて一定程度の支援ができていると考えており

ますけれども、このような情報に接する機会が

ない方もおられますので、引き続き、国、市町

村や関係機関と一層の連携を図りながら、真に

支援を必要とする方へ的確に情報を届け、支援

につながるよう努めてまいります。

次に、宮崎労働局によりま○井上紀代子議員

すと、昨年10月末時点の県内の外国人労働者数

は過去最高の5,519人で、うち実習生は70.3％

の3,879人で、全国最多の割合となっています。

まず、本県産業を支えている外国人技能実習

生へのワクチン接種について、お伺いいたしま

す。

今年７月に外国人技能実習機構から、管理団

体及び実習実施者に向け、市町村から実習生に

対しワクチン接種についての案内が届くので、

実習生へ配慮してほしいとの通知が発出されて

います。

多くの実習生は、実習実施者が用意した寮等

で共同生活を送っており、ほかの県ではクラス

ターの報道もあります。

その一方で、京都府の病院が行った調査で

は、ベトナム人労働者や留学生の94％はワクチ

ン接種を希望しているものの、無料で接種でき

ることを60％が「知らない」と回答をしていま

す。

日本語の水準はＮ２からＮ３と日常生活に不

足はない人たちが対象の調査ですけれども、郵

送された案内が読めないことや、接種の予約が

- 188 -



令和３年12月３日(金)

できていないことが課題となっています。

また、予防接種の副反応や、接種や副反応で

仕事が中断されること、入院治療が必要になっ

たときの経済的負担などを心配する声も挙げら

れています。

本県産業の底支えともなっている外国人技能

実習生へのワクチン接種状況について、県はど

の程度把握し、接種の推進を支援しているの

か、福祉保健部長に伺います。

外国人技能○福祉保健部長（重黒木 清君）

実習生につきましては、それぞれの市町村にお

きまして接種券が発行され、接種できる環境は

整っているところでございます。

県において、一人一人の接種状況を確認する

ことは困難でありますが、県やみやざき外国人

サポートセンターのホームページにおきまし

て、技能実習生を含む外国人向けに、ワクチン

の安全性や接種の手続、相談窓口などについて

情報提供を行っているところであります。

また、技能実習生のワクチン接種を進めるた

めには、実習先の企業等の協力が大変重要とな

りますので、関係団体を通じ、県内企業等に対

しまして、事業に従事する方々への接種の促進

をお願いしているところであります。

さらに、市町村によりましては、実習先の企

業に直接、接種への協力依頼の文書を発出し、

接種を促してきたところでありまして、県とい

たしましても、今後、企業等に対して接種の予

約や随行など具体的なサポート方法を示しなが

ら、接種を支援してまいります。

部長は、接種できる環境は○井上紀代子議員

整っているというふうに言っておられますが、

ここは実際は確認できていないというところで

ありますので、今後も心配りをよろしくお願い

しておきたいと思います。

実は、国のワクチン接種記録システム（ＶＲ

Ｓ）には国籍の項目がないため、厚労省も外国

人の接種率は集計していないとのことで、我が

県でも同様に実態はつかめていません。

宮日新聞の報道によれば、実習生の支援を行

うＮＰＯ法人「移住者と連帯する全国ネット

ワーク」鳥井一平代表理事は、「技能実習制度

は原則企業移動の自由がないなど、労働者とし

ての権利が制限され、極端な主従関係が生まれ

やすい。過酷な労働環境や低賃金での残業など

で人権が侵害されるケースも多い。また、人手

不足にあえぐ産業や地方の実態を見ると、外国

人労働者との共生は必須」と指摘しています。

重ねて、「コロナ禍で浮かび上がった課題も踏

まえつつ、労働者として当たり前の権利を保障

する制度設計に見直しをしなければ、日本は今

後選ばれない国になってしまう」とも訴えられ

ています。

今後、我が宮崎県も、技能実習生でなく、特

定技能の外国人労働者も増えていくものと思い

ます。県として、外国人労働者の実態を一元的

かつ正確に把握する組織が必要だと考えます

が、知事の認識をお伺いいたします。

私も大変強い問題意識○知事（河野俊嗣君）

を持っておりまして、重要な御指摘をいただい

たと受け止めております。

現在、外国人労働者に関する県としての対応

につきましては、企業等の支援や共生に向けた

環境整備を商工観光労働部が、また各産業にお

ける団体との調整や支援は、それぞれの産業を

所管する部局という役割分担をして、全般的な

調整を総合政策部が担っているところでありま

す。

また、生活実態である現場を担う市町村の役

割も非常に重要だと考えておりまして、外国人
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材の適正かつ円滑な受入れ・共生を目的としま

して、庁内関係課と市町村から構成されます

「宮崎県外国人材受入れ・共生連絡協議会」を

設置しておりまして、外国人労働者の実態の把

握に努め、労働・生活の両面における支援体制

の整備・充実に取り組んでいるところでありま

す。

今後、ますます外国人労働者の受入れが増加

し、今まで以上に情報の把握や取組が必要に

なってくることが考えられますので、一元的か

つ正確に状況を把握して、様々な課題に的確に

対応できるような体制の在り方について、しっ

かりと検討を進めてまいります。

ありがたい答弁をいただい○井上紀代子議員

たというふうに認識しております。

10月14日の宮崎日日新聞に、昨年度の公立小

中学校の不登校児童が1,923人で、過去10年間で

最多であり、その理由として「無気力」「生活

リズムの乱れ」が多かったとの報道がありまし

た。

コロナ禍による学校の休校や長引く外出規制

が大きな要因だとされていますが、社会的弱者

の子供たちも多いのではないかと推察されま

す。

本来であれば学校へ行き、放課後は友達とス

ポーツで汗を流したり、他愛のない遊びを通じ

て人格を形成していく大切な時期に、その全て

を奪われてしまった上に、頼りとする親も明日

が見えない生活に陥っているという環境で、子

供たちの心に与えた影響は計り知れません。

そこで、この不登校児童増加の背景をどのよ

うに捉えているのか。そして、これらの児童に

対するケアや発生抑制対策を今後どのように進

めていくのか、教育長にお尋ねをいたします。

コロナ禍におきま○教育長（黒木淳一郎君）

して、学校や家庭生活に変化が生じたことが

きっかけとなり、子供たちの中には、生活リズ

ムの乱れや、先を見通せないことに対する不安

など、これまで経験したことのない悩みを抱え

たことが不登校につながった例もあるのではな

いかと考えております。

そのため各学校では、これまで以上にきめ細

かな観察や相談、早期の家庭訪問を行うなど、

児童生徒の抱える悩みをケアするための対策を

講じております。

県教育委員会といたしましても、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーの増

員に加え、ＬＩＮＥを活用した相談窓口を整備

するなど、教育相談体制の充実に努めていると

ころであります。

やはり、待っているのでは○井上紀代子議員

なく、出かけていって声を聞く。これがとても

大切だと思います。寄り添うということは、そ

ういうことではないのかなと、私は認識してい

るところです。

社会人と異なりまして、子供たちの学びの時

間は変更することはできず、６・３・３・４年

の年数が経過すれば、勉強をする機会の有無や

授業の濃淡にかかわらず、進学するか就職する

かの期限が来ます。対面で一人一人の理解度を

肌で感じながらできる授業と、十分なオンライ

ン用教材もない中でのリモート授業では、子供

の学習環境は大きく異なるのではないでしょう

か。

このコロナ禍の間、学校へ行けなかったもの

の、塾や家庭教師でフォローできた子供と、そ

うでない子供では、かなり学力に差を生じてい

るのではないかと考えて、心配をしています。

経済格差は学力格差とも問題視されていま

す。また、親ガチャとも言われている、こんな
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流行の言葉が出るような状況になっています。

コロナ禍による学習環境の変化が、県内小・

中・高校の児童生徒の学力にどのような影響を

及ぼしたか。また、その影響をどのように克服

しようと考えているのか、教育長にお伺いいた

します。

コロナ禍の中、学○教育長（黒木淳一郎君）

習環境の変化に対応するため、各学校ではそれ

ぞれの教員が工夫し、子供たちの学びを止めな

い取組を行ってまいりました。

５月に実施されました全国学力・学習状況調

査におきましては、新型コロナによる臨時休業

と学力との相関は見られないという文部科学省

の分析結果が出ております。

本県におきましても、実習や体験学習など、

子供たちの学ぶ機会は減少したものの、学力へ

の影響は最小限にとどまっていると考えており

ます。

今後は、現在整備を進めておりますＩＣＴも

活用しながら、オンライン学習や学習動画の作

成及び配信、日常的に端末を活用することを推

進するなど、学習環境の変化によって学力に影

響が出ないよう取り組んでまいります。

次に、主権者教育の各学校○井上紀代子議員

段階における取組についてお伺いいたします。

2020年度より新しい高等学校学習指導要領が

年次進行で実施となり、主権者教育の中核を担

うことが期待される公民科の必修科目「公共」

の学習指導が始まります。既に、使用される教

科書は公表されています。

教科書には、模擬選挙などの模擬的活動を取

り入れた政治参加・社会参加への意欲を喚起し

ていく学習活動が掲載されているとのことで

す。

高等学校の教科学習において、教科書に記さ

れた知識と現実社会とのつながりを意識できる

ように指導することが求められています。

そのためには、社会科、公民科はもちろんの

こと、総合的な学習の時間や特別活動、多様な

教科書等との横断的な視点に立ったカリキュラ

ムの開発も必要です。

また、各学校の教師がちゅうちょせず、安心

して主権者教育に取り組める環境も大切と思い

ますが、教育長にお伺いいたします。

令和４年度から新○教育長（黒木淳一郎君）

たに必修科目となります「公共」におきまして

は、現代社会が直面している様々な課題の解決

に向け、公正に判断したり、議論する力などを

身につけることを目標としております。

指導に当たりましては、教科書で学んだ知識

を生かしながら、国内外の諸問題を学ぶととも

に、発展的に地域の課題にも目を向けること

で、他者と協働して社会を生き抜く力や、社会

の一員として地域の課題解決を主体的に担う力

を育むことができると考えております。

今後、「公共」の学習を通じて、社会に関心

を持ち、自立して物事を考えることのできる生

徒の育成を図ってまいります。

授業以外で学ぶいろいろな○井上紀代子議員

活動というのを、やっぱり一つ一つ大切に積み

上げていって、横に広がるとか地域に学ぶと

か、そういうことがしっかりと子供たちに伝

わっていくように対策をお願いしたいと思いま

す。

次に、主権者教育は家庭、地域における取組

の充実が必要と私は考えています。

幼、小、中、高、大の接続を意識した学校教

育と、選挙管理委員会をはじめとする専門機

関、専門家との連携・協働した取組が重要と考

えています。
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子供たちが伸び伸びと主権者教育を受けるこ

とができるようにするためには、家庭教育、社

会教育の観点からの保護者世代への普及啓発活

動が重要となってきます。

「社会総がかり」で主権者教育を行うべきと

考えますが、日隈副知事にお伺いいたします。

主権者教育を行うに○副知事（日隈俊郎君）

当たりましては、子供たちの意識の醸成を図る

ために、人格形成の基礎が培われる幼少期から

の取組が必要であると考えます。そのために

は、家庭や地域の理解、そして協力が欠かせな

いものと思います。

そこで、県におきましては、高校生を対象と

した選挙啓発チラシを配布したり、若年層や親

世代の意識の向上を図る取組を行っているとこ

ろでありますが、やはりまずは大人が範を示

し、例えば子供のいる家庭では、親が子供を連

れて選挙に行ったり、また投票する姿を見せる

など、政治参加の主体性について自然な形で意

識づけすることが大切ではないかと思います。

また、教育の分野では、子供たちがそれぞれ

の地域の課題に関心を持ち、その解決に向け

て、自分も地域社会の一員として主体的に参画

するんだという意識や姿勢について育成してい

くことが必要であると思います。

井上議員のお話にありましたとおり、今後、

将来主権者となる子供たちだけではなく、若い

世代を含め社会全体、総がかりで主権者教育に

取り組んでいく必要があるものと思います。

選ぶ側の問題だけではな○井上紀代子議員

く、選ばれる側、私たちの側にも問題がたくさ

んあると思います。

選挙制度の在り方を変えていくなり、いろん

なことを変えていく必要という、本当に選挙民

に合った選挙制度というのをつくり上げていく

ということも大切なのではないかと思っている

ところです。

次に、農政問題について伺います。

前回の議会でも質疑が行われていましたが、

サツマイモ基腐病については、産地を挙げた取

組をしているにもかかわらず、ＪＡ串間市大束

では８割の畑で、鹿児島県でも６割の畑で発生

しているようです。

登録農薬も増え、ドローンによる防除も行わ

れているようですが、８月の長雨の影響もあ

り、発病する畑が急増したとのことです。2018

年11月に日本での発生が確認された本病は、僅

か３年で全国のサツマイモ産地にその感染が拡

大しています。

しょうけつを極めるこの基腐病ですが、鹿児

島県でも我が県でも、なぜか有機農業を行って

いる畑では、連作でも発生しないという情報が

あります。

綾町の有機農業の畑では、里芋の疫病も発生

していないとのことで、有機農家によります

と、特別なことはしていないのに発生しないと

のことです。

私は特別に有機農業をあがめる気はありませ

んが、とても大切な農業技術だと考えていま

す。国が発表した「みどりの食料システム戦

略」においても、有機農業を全耕地面積の25

％、100万ヘクタールに拡大する目標が掲げられ

ています。

私はインドに関心があり、「心と体と魂、食

べたもので体はつくられる」との視点で、友人

たちといろいろな勉強を続けていますが、イン

ドには「アーユルヴェーダ」という5,000年にわ

たって継承されてきた伝統医療があります。

「アーユルヴェーダ」は、命「アーユス」と科

学「ヴェーダ」を組み合わせた「生命科学」と

- 192 -



令和３年12月３日(金)

いう意味で、身体の中で起こる様々な生命活動

のバランスに着目した医療技術が確立されてお

り、ある意味で有機農業に通じるものがあるの

ではと考えています。

宮崎県は全国でもナンバーワンと言える、有

機農業産地づくりのノウハウを持った県です。

今後どのように取り組んでいかれるのか、農政

水産部長に伺います。

有機農業の推○農政水産部長（牛谷良夫君）

進につきましては、県や関心の高い自治体、実

践農業者で構成する宮崎県有機農業連絡協議会

を設置し、技術の実証やＪＡＳ認証取得に向け

た講習会などを行いますとともに、専門技術指

導センターや普及センターにおいて、土壌調査

や技術情報の提供等に取り組んできたところで

ございます。

また、県では、有機農産物の海外輸出等が拡

大する中、第八次長期計画に「環境に優しい農

業の展開」として、有機農業の推進を位置づ

け、令和３年３月に、具体的な施策の展開方向

を示した「有機農業推進方針」を策定したとこ

ろでございます。

今後は、この方針に基づき、試験場や普及セ

ンターが一体となり、化学合成農薬や化学肥料

の代替技術に関する研究データや、現地情報を

集積しますとともに、普及に向けた実証と評価

を通じて、有機農業産地の拡大を図ってまいり

ます。

本県で有機農業を推進する○井上紀代子議員

一つの視点として、有機農業による土づくりや

土着天敵の利用について科学的に研究をして、

慣行農法との違いを明らかにしていく必要があ

ると、私は考えています。

県は、今後の有機農業の推進を図るために必

要となる有機農業の科学的な研究についてどの

ように取り組んでいくのか、農政水産部長にお

尋ねをいたします。

有機農業の推○農政水産部長（牛谷良夫君）

進を図るためには、農家経営が安定的に発展で

きるよう、科学的な根拠に基づく栽培技術の確

立が必要であります。

県ではこれまで、有機農業にも活用できる試

験研究の成果等として、土づくりや適正施肥に

よる病害虫に強い健全な作物づくりを基本に、

天敵等の防除技術を組み合わせた栽培技術であ

る宮崎方式ＩＣＭ指標を10品目で作成し、その

普及を推進してきたところであります。

今後は、この取組に加え、現地で実践されて

おります太陽熱を利用した土壌消毒や、土着天

敵の利用等について、その効果やコストを科学

的な視点から改めて検証するなど、有機農業に

安心して取り組んでいただけるよう、栽培技術

の確立に向けた取組を進めてまいります。

綾町では、郷田町長、前田○井上紀代子議員

町長の指導の下に構築された独自の認証システ

ムによる自然生態系農業が推進されてきまし

た。

昨年度、その薫陶を受けた農業者たちが、新

しい有機農業の推進組織「綾町自然生態系農業

農力向上委員会」を立ち上げ、イオンやグリー

ンコープ等との契約生産に取り組む産地づくり

がスタートしたと聞いています。

コロナ禍の中で、大手量販店はオーガニック

農産物や食品の取扱いを拡大しており、綾町の

有機野菜だけでは全く対応できていないほどの

オーダーが入っているとのことです。

業務加工用の有機野菜産地として全国区の産

地を目指すためには、有機ＪＡＳの認証が必要

となりますが、既に2001年には、綾町が有機登

録認定認証機関となることで、認定手数料や農
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地検査手数料で認定を受けることができます。

一般的な認定機関では、認定費用として10万

円以上、プラス審査員の旅費が必要となります

ので、かなり恵まれた環境が整備されているこ

とになります。

今後、本県の有機農業を推進していく上で、

有機ＪＡＳの取得支援はとても大切な視点であ

り、また、冬期に作付される業務加工用野菜の

実態は、ほとんど有機農業と変わらないという

報告もあります。

慣行農業とのすみ分けの視点も大切ですが、

拡大するマーケットが見えているのであれば、

それに対応した産地づくりを推進することは、

農政推進の常道ではないかと考えています。

今後、県内各地に有機農業圃場が点在してし

まい、慣行農業とのトラブルを回避するために

も、ノウハウを有する綾町と県が協同し、県段

階での有機登録認証機関を整備することで、指

導体制を構築する必要があるのではないかと考

えます。農政水産部長にお伺いいたします。

有機農業を推○農政水産部長（牛谷良夫君）

進する上で、指導体制の構築は重要であり、御

指摘の綾町の事例は、町ぐるみで有機農業を推

進、支援する優良事例であると認識しておりま

す。

また、高鍋町と木城町が連携して、有機ＪＡ

Ｓの認証体制の構築を目指すなど、有機農業の

産地づくりに向けた地域ぐるみの新たな動きも

見られております。

県としましては、有機農業の指導人材を育成

しますとともに、国が令和４年度当初予算で要

求している、地域ぐるみで有機農業に取り組む

市町村をオーガニックビレッジとして支援する

新たな取組も活用しながら、有機ＪＡＳ認証を

受けやすい体制づくりを研究してまいります。

有機農業を推進する上で○井上紀代子議員

は、認証体制の構築は重要な課題です。県が有

機登録認証機関となる考えはないのか、農政水

産部長にお伺いいたします。

有機農業に取○農政水産部長（牛谷良夫君）

り組む上で、有機ＪＡＳ認証は、実需者や消費

者の信頼獲得につながる取組であり、県内に有

機登録認証機関があることで、農業者の利便性

は高まるものと考えております。

一方で、新たな認証機関の設立につきまして

は、認証のニーズや機能の検討に加え、既存の

民間機関との競合など、慎重な検討を要する課

題もあるものと考えております。

このようなことも踏まえて、現在、県全域を

対象とした有機ＪＡＳ認証機関の設立準備を進

めている高鍋町や木城町、また、先進地であり

ます綾町とも十分に連携しながら、県内の有機

ＪＡＳ認証の望ましい体制について研究してま

いります。

現場の課題を本気で解決す○井上紀代子議員

るのであれば、これまでの常識を捨てて、実際

に何が起きているのか、フラットな目で観察す

ることも大切ではないでしょうか。

このままでは、日本の里芋産地がなくなった

ように、サツマイモの産地が消えてしまいま

す。県の本気の対応を、ぜひお願いしたいと思

います。

需要が拡大するオーガニック農産物は、量販

店だけでなく食品加工企業や海外からの引き合

いも強いと伺っています。

しかしながら、有機農業の現場では、病害虫

の発生を抑制するため、多くの品目を分散して

作付しており、また、年によって、作によって

規格外品の発生率が大きく変わってしまう等、

なかなか業務・加工用仕向けのプランテーショ
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ン的な作付ができない実態があります。

このため、オーガニック農産物は、一般的な

市場流通には乗りにくく、今後、有機農業の推

進を図っていくためには、本県の有機農業の実

態をよく理解した量販店や食品加工企業との

マッチングによる販路拡大が必要だと考えま

す。

有機農業者と食品加工業者、販売業者との連

携による新たな付加価値の創出に、県はどのよ

うに取り組んでいこうとされているのか、農政

水産部長にお尋ねいたします。

県では、農林○農政水産部長（牛谷良夫君）

水産物の高付加価値化に向けた取組を強化する

ため、多様な食と農の関係者が連携し、それぞ

れの強みを出し合いながら新ビジネスの創出に

挑戦するローカルフードプロジェクト 略し―

てＬＦＰと称しておりますが を推進してい―

るところでございます。本年７月に設立しまし

たこのＬＦＰのプラットフォームの中で、有機

農産物についても関心の高い、県内の加工・販

売業者等と生産者とのマッチングを継続的に行

いながら、新商品・サービスの開発に向けた取

組を支援しているところであります。

県としましては、このような支援を通じて、

有機農産物のさらなる付加価値の創出に取り組

んでまいります。

地域食農連携プロジェクト○井上紀代子議員

（ＬＦＰ）は、これまでの農業者単位での６次

産業化の支援に加えて、産地単位での６次産業

化の推進に取り組むという新たな取組です。

産地単位での取組ですから、うまくいけば、

これまでの６次産業化とは比較にならない規模

の経済効果を生み出すものとして、期待をして

います。

この事業では、新商品の企画・開発をどのよ

うに進めることでマーケットニーズを捉えよう

としているのか、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

今年度は、Ｌ○農政水産部長（牛谷良夫君）

ＦＰのプラットフォームに、「保存食」「有

機」「機能性」「観光」など６つのテーマで分

科会を設置し、調理の簡便性や健康志向、巣ご

もり需要など、コロナ禍で多様化するマーケッ

トニーズに対応した取組を進めているところで

ございます。

具体的には、加工・販売業者と連携した、お

湯で戻すだけで簡単に調理できる乾燥有機野菜

や、果実に含まれるカロテノイドなど機能性成

分を含んだ飲料の開発、また、大手旅行業者と

連携した県内の複数の観光農園などを巡るオン

ラインツアーの実施など、８つの意欲的なプロ

ジェクトが始まっております。

今後は、各プロジェクト間の連携強化による

価値連鎖も生み出しながら、さらなる地域経済

の活性化を図ってまいります。

実は、コロナで変化した食○井上紀代子議員

生活と食に関する意識を調査したものがありま

す。

インターネット行動ログ分析によるマーケ

ティング調査、コンサルティングサービスを提

供する株式会社ヴァリューズは、国内の20歳以

上の男女、１万７人を対象に、新型コロナウイ

ルス感染拡大前後での食生活の変化や、食に対

する意識変化をアンケートとして調査しまし

た。その調査によりますと、コロナで内食・中

食志向に変化した食事形態としては、手作り料

理が１位となっています。食事形態の変化の中

で、自炊は一皿で完結する料理が人気があると

いうことです。

もう一つは、手作り料理が増えた人の約８割
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が今後も料理継続の意向があるというふうに

言っています。そしてまた、コロナ拡大後に変

化した食への意識としては、これからも手作り

料理は続けていきたいと思う、料理は手間や時

間をかけずにつくりたいと思うというふうに

なっています。

そしてまた、日常的に使う食材のお取り寄せ

需要増。これでは、日常的に料理に使う食材が

欲しい。調理に簡単な食材が欲しい。それをお

取り寄せ、少し高めでも、それが高級食材でも

構わないというふうな調査結果が出ています。

私は、ここでフリーズドライに着目するべき

ではないかと思っているわけです。

フリーズドライ食品とは、食品を冷凍させ、

フリーズさせる。真空凍結乾燥機と呼ばれる機

械で、真空に近い状態にして、乾燥、ドライさ

せたものです。従来のエアードライと違い、凍

らせた状態で乾燥させるために、食感や栄養分

を残すことができると言われています。

そして、フリーズドライ食品の特徴として

は、復元性に優れている、栄養価の損失が少な

い、元の色や味、香りの変化が少ない、持ち運

びに便利、常温で長期保存が可能であるという

ことが言われる。内容的にはすごくいいです

ね。コロナ禍の中で、仕事もあり、ほかのこと

もしなければいけない女性たちにとっては、今

必要なのは、なんちゃって料理なんですよね。

そのなんちゃって料理ができると、お家の中で

も簡単に調理もできて、自分たちでそれを楽し

く食することができる。今、料理研究家と呼ば

れている方たちの多くの 著名なと言ってい―

いと思いますけど 方たちの作っている料理―

は、全てなんちゃって料理です。簡単にでき

る、でも機能性はあるということ。私たちもそ

の料理のニーズにどう応えていくかということ

が、大変重要だと思っています。

食品開発センターに試作販売ができるフリー

ズドライ加工設備を設置し、県内事業者の取組

を支援すべきと考えますが、商工観光労働部長

にお答えをいただきます。

食品開発○商工観光労働部長（横山浩文君）

センターでは、食品加工に関する様々な相談に

対しまして、技術指導などの支援業務を行って

おります。新たな商品開発に当たりましては、

フード・オープンラボにより、商品化につなげ

るための小ロットの試作品開発も支援をしてい

るところでございます。

御質問のフリーズドライに関しましては、現

有設備により試作品の開発支援を行っていると

ころでございますが、議員御指摘のとおり、常

温で長期保存が可能であるなどのメリットがあ

る一方で、食感や色の変化への対応などの技術

的な課題でありますとか、少量生産の場合の加

工費用の問題などのハードルがあるということ

でありまして、商品化に至らないケースが多い

状況にございます。

こういった特徴を踏まえた上で、御質問にあ

りました設備導入の検討を含めまして、県内事

業者のフリーズドライ製品開発における効果的

な支援の在り方につきまして検討してまいりま

す。

私は、この答弁には物すご○井上紀代子議員

く反論があるんですよね、いろいろと。もっと

よく調べていただきたいと思います。

そして、この食品開発センターは、私は非常

に県の機関の中でも期待をしているところなん

ですけれども、これからはここが中心になって

いくと思うんですね。新たな商品の開発をして

いくのに恐れることは要らないので、いろいろ

なことを試していただきたいと思います。この
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フリーズドライはなんちゃってみたいな、私の

ような人間がスマホで引いてみてもデメリット

はありません。ぜひ、１回研究してみていただ

きたいと思います。

次に、この世界的なコロナ禍の中で、お茶は

巣ごもり需要や健康飲料として輸出が伸びてい

ると言われています。また、コロナに対する免

疫力アップに、納豆などの食事が重要だと言わ

れています。

宮崎市高岡町の一里山地区と近隣市町で有機

茶を生産している農家12戸で組織する「オーガ

ニックティーみやざき」は、有機茶の栽培面積

が92ヘクタールに達しており、そのほとんどが

茶商業を通じて海外に輸出されていると伺って

います。

県内でのリーフ茶需要が見込めない中で、積

極的に有機栽培にチャレンジし、輸出実績を延

ばしているこの取組は、これからの本県農業が

目指すモデルであると確信しますが、農政水産

部長にお伺いいたします。

令和２年の国○農政水産部長（牛谷良夫君）

の茶輸出額は、日本食ブームなどもあり、162億

円と過去最高を記録し、今後もこのような状況

が続くと見込まれておりますことから、本県産

茶の輸出拡大も期待できるものと考えておりま

す。

近年、本県の茶の輸出額は２億円程度で推移

しておりまして、今後、輸出用茶の生産拡大を

図っていくためには、海外においてニーズの高

い有機栽培への転換や量の確保が、大きな課題

となっております。

このため、県としましては、病害虫抵抗性を

有する品種への改植や、農薬を使わない吸引式

防除機の導入、国の事業を活用した輸出向け産

地づくりの取組など、関係機関・団体と連携し

ながら、輸出用茶の生産拡大に向けた取組を支

援してまいります。

知事に最後ですが、お尋ね○井上紀代子議員

をしたいと思います。

日本で、綾町はナンバーワンです。オーガ

ニックナンバーワン。そして、有機農業ナン

バーワンです。このナンバーワンの産地を持つ

宮崎県で、今後、有機農業産地という新しいこ

の取組をどう育てていこうと、支援されていこ

うとしているのか、知事にお伺いいたします。

ミラノ万博でヨーロッ○知事（河野俊嗣君）

パに参りましたときに、有機栽培のお茶という

のが大変高い注目を集めている、もしくは、有

機栽培のお茶でなければ、その商談のテーブル

にさえ乗らないというような高い価値が認めら

れているところを、改めて認識したところであ

ります。

ただ、有機農業というものが意義ある取組だ

ということを前提とした上で、ヨーロッパとは

気候条件が異なる我が国において、そして特に

温暖多湿な本県におきまして、化学農薬や化学

肥料を使用せずに雑草や病害虫をコントロール

する有機農業は、簡単な取組ではありません

で、綾町の先駆的な事例からしても、一般的に

行われております慣行農法と異なる発想や高い

技術、チャレンジ精神が求められていると考え

ております。

御紹介いただきましたように、国は、農業の

環境負荷軽減に資する「みどりの食料システム

戦略」を策定しまして、有機農業につきまして

は、2050年までに全耕地面積の25％、約100万ヘ

クタールに拡大するという目標、これは現時点

が１％に満たない状況でありますので、意欲的

な目標を掲げて推進することとされておりま

す。
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県内におきましても、有機農業に挑戦し、大

手量販店や加工事業者との契約取引、海外の有

機農産物のニーズに対応した輸出などに取り組

む事例が見られているところであります。

県としましては、有機農業に先駆的に取り組

まれている方々と、これを目指す意欲的な方々

とのネットワークを構築しまして、技術の向上

や販路の開拓等を支援してまいりたいと考えて

おります。そして、有機農産物への消費者の理

解を醸成しながら 有機農業に取り組む面積―

―が現在、全国第５位という実績があります

これを一層拡大し、日本の食料供給産地として

の責務を果たすため、環境に優しい持続可能な

農業県を目指してまいります。

それぞれ御答弁いただき、○井上紀代子議員

ありがとうございました。

以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○濵砂 守副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、河野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） こんにち○河野哲也議員

は。公明党、河野哲也でございます。

新型コロナウイルスの影響の長期化に対応す

るため、政府が閣議決定した経済対策には、公

明党が強力に訴えてきた内容が数多く反映され

ています。

困窮世帯への支援では、住民税非課税世帯に

１世帯当たり現金10万円を申請不要の「プッシ

ュ型」で支給します。特例貸付けを限度額まで

借り切るなどした世帯に、３か月で最大30万円

の「自立支援金」を再支給いたします。困窮す

る大学生や専門学生には、学びを継続するため

の「緊急給付金」として、現金10万円を支給い

たします。

そして、18歳以下の子供を育てる世帯には、

子供１人当たり10万円相当を給付します。まず

は現金で５万円、来春までに残りの５万円分

は、子育て関連に使い道を限定したクーポンを

配ります。クーポンは、各自治体が実情に応じ

て、現金給付とすることも可能であります。現

金が速やかに届くように、子供が中学生以下の

場合は、児童手当の仕組みを活用し、申請不要

で年内に支給を開始できます。高校世代の子供

については申請が必要であります。所得制限は

あります。

細かく言えばまだまだありますが、１人でも

多くの方の生活への下支えをしようとする経済

対策であります。どこが愚策だと申し上げて、

質問に入ります。

まずは、令和４年度予算編成についてでござ

います。

編成の基本的な考え方として、新型コロナウ

イルス感染症対策や人口減少対策、防災・減災

対策、国土強靱化対策をはじめとする本県の諸

課題に的確に対応するとともに、将来を見据え

た新たな経済活力の創出につながる取組につい

ては、積極的な展開を図るとし、令和４年度に

おける重点施策について必要な措置を講ずると

しております。

そこで、知事に２点お尋ねします。

今、南アフリカなどで確認された新型コロナ

ウイルスの新変異株「オミクロン株」の感染が

欧州で拡大しています。日本も同株を「懸念す

令和３年12月３日(金)
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べき変異株」に指定し、警戒度も最も高いレベ

ルに引き上げましたが、先日、国内でも確認さ

れました。限られたデータの中で対応しなけれ

ばならず、「今後、検出した場合には、国内で

の拡散を防ぐため、検疫所や国の情報を自治体

などと速やかに共有することが必要だ」と言わ

れています。

このように、先の見えないものへの感染症対

応になると思います。また、これからも新型コ

ロナウイルス感染症に対する医療提供体制と平

時の医療体制は維持しなくてはなりません。

そこで、令和４年度重点施策において、「感

染症に強い医療提供体制の充実」を掲げていま

すが、どのような取組を行うのかお伺いしま

す。

次に、特に本県の中山間地域においては、維

持・存続が困難になることが懸念されることか

ら、戦略的な移住・定住の展開や新たな人材の

創出は重要であります。

令和４年度重点施策に掲げている持続可能な

魅力ある地域づくりの推進に向けて、どのよう

に取り組んでいくのか、お伺いいたします。

以下の質問は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、感染症に強い医療提供体制の充実につ

いてであります。

この夏の第５波におきましては、感染力の極

めて強いデルタ株の影響で、新規感染者の爆発

的な増加により医療が逼迫し、県内の地域医療

は崩壊の危機に直面するとともに、社会経済活

動のあらゆる分野に深刻な影響が及びました。

このため、令和４年度の予算編成における重

点施策に、「感染症に強い医療提供体制の充

実」を掲げ、必要な取組を推進することといた

しました。

具体的には、感染拡大への備えとして、患者

が症状や状況に応じて必要な医療を受けること

ができるよう、医療機関、宿泊施設、自宅を含

めた総合的な医療提供体制の強化を進めてまい

りたいと考えております。

さらに、ワクチンの追加接種や経口治療薬の

実用化など、新型コロナをめぐる状況の変化を

見極めながら、役割分担に応じた医療機関の機

能及び連携体制を充実するとともに、感染症に

対応可能な医師・看護師等の医療人材の確保な

どを推進してまいります。

また、オミクロン株についての言及もござい

ましたが、引き続き、こうした変異株の状況等

も十分注視しながら、今後の対応をさらに検討

してまいります。

このような取組を総合的に進めまして、県民

の命と健康を守る体制の整備を図ってまいりま

す。

次に、持続可能な地域づくりについてであり

ます。

人口減少の進行に伴い、特に中山間地域にお

きましては、買物や交通、福祉サービスなど、

生活に必要な機能の維持が困難になりつつあ

り、将来にわたって住み慣れた地域に安心して

暮らすことのできる地域づくりが喫緊の課題で

あると認識をしております。

そのため、地域交通の維持・最適化をはじ

め、移住やワーケーションの推進による関係人

口の創出、さらには、「宮崎ひなた生活圏づく

り」の取組として、中心集落と周辺集落のネッ

トワーク化による暮らしの機能の維持や、地域

課題の解決に向けた、住民による自立的な活動

が持続できる仕組みづくりに取り組むこととし
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ております。

今後とも、市町村や関係団体等としっかりと

連携し、それぞれの個性や魅力を生かした持続

可能な地域づくりを進めてまいります。以上で

あります。〔降壇〕

では、持続可能な中山間地域○河野哲也議員

づくりについてお尋ねします。

椎葉村に調査に行く機会が増えました。行く

たびに椎葉村に魅力を感じました。一つは、交

流拠点施設「Ｋａｔｅｒｉｅ（かてりえ）」の

充実であります。一つは、空き家をシェアハウ

ス型のお試し住宅に改修中の移住者の熱意にで

ございます。一つは、移住者・地元の方が主体

となって地域課題に挑戦されているということ

が見てとれたということでございます。

若年層、子育て世代の定住対策での拠点づく

りをしている椎葉村ですが、交流拠点施設「Ｋ

ａｔｅｒｉｅ」は、地方創生拠点整備交付金を

用いて令和２年７月に開館いたしました。キッ

ズスペース、全館無料Ｗｉ－Ｆｉを完備し、観

光の拠点やワーケーション時の仕事の拠点にな

るようにしております。２階には、椎葉村図書

館「ぶん文Ｂｕｎ」、ものづくりＬａｂ、その

ほか、ゼロ歳児から受入れ可能な椎葉中央保育

園と公園を共有しています。可能性のある拠点

となっています。

県内には、ほかに事例があるのでしょうか。

県内の中山間地域における地方創生拠点整備交

付金の活用実績を、総務部長にお伺いいたしま

す。

地方創生拠点整備○

交付金は、地域の観光振興や住民所得の向上等

の基盤となる施設の整備等に対する国の交付金

であり、平成28年度補正予算において創設され

て以降、毎年度、国の補正予算に計上されてお

ります。これまで、県内市町村につきまして

は、16施設の整備に対し交付されており、この

うち中山間地域においては、８市町村が11施設

に活用しているところであります。

具体的には、御紹介のありました椎葉村の交

流拠点施設「Ｋａｔｅｒｉｅ」のほか、日之影

町の「道の駅青雲橋」、串間市の「都井岬観光

交流館パカラパカ」、綾町の「ユネスコエコ

パークセンター」等に活用されており、これら

の地域資源を生かした特色ある取組が、地域の

活性化につながっているものと考えておりま

す。

地域資源を生かしたというこ○河野哲也議員

とは納得ができるかなと。それであって、例え

ば椎葉村は、椎葉村ならではという部分と、椎

葉村に新たな素材を持ってきて、一緒に融合し

たものが出来上がっているなと実感しました。

「宮崎ひなた生活圏づくり」地域課題解決支

援事業として、椎葉村小崎地区では、空き家

を、集落の交流拠点機能を備えたシェアハウス

型のお試し住宅に改修された、地域おこし協力

隊の方を調査してまいりました。営農組合も立

ち上げるそうでございます。移住者の方が、今

後の移住者のために、また、地域の課題解決の

ために動いていることに、大変感動を覚えまし

た。

そこで、「宮崎ひなた生活圏づくり」地域課

題解決支援事業の内容と効果を、総合政策部長

にお伺いいたします。

「宮崎ひなた○総合政策部長（松浦直康君）

生活圏づくり」地域課題解決支援事業につきま

しては、人口減少や少子高齢化がより早く進行

しております中山間地域の暮らしを守るため、

地域の課題を住民自ら話し合い、合意された取

組に対しまして支援を行うものであります。
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具体的には、人口減少の抑制や生活に必要な

機能・サービスの維持・確保に役立つ取組に対

して、２か年度で最大600万円の定額補助を行う

こととしております。これまでに、空き家や空

き店舗を改修して、移住者向けのお試し住宅

や、地域の交流拠点を整備した事例、あるいは

地域住民のボランティアによる高齢者等の移動

支援を行う車両等を整備するなどの事例が出て

きておりまして、それぞれ地域の課題解決につ

ながっているものであります。

今後とも、地元市町村と連携しながら、地域

住民の取組を支援し、持続可能な中山間地域づ

くりにしっかりと取り組んでまいります。

地域の課題解決につながって○河野哲也議員

いる事例が各地にあるということを実感しまし

た。

地域おこし協力隊の方から、要望を２つも

らったんです。１つは、空き家は改修できると

きに提供してもらうと、そこまで経費はかから

ないなということ。それと、できるなら、やっ

ぱり維持のための補助も必要ではないかとおっ

しゃっていました。何らかの県のフォローアッ

プが必要だなと感じました。

続きまして、子宮頸がん（ＨＰＶ）ワクチン

について、福祉保健部長にお伺いします。

11月26日、ＨＰＶワクチン積極的勧奨再開が

国から通知されました。８年かかりました。経

過は、御案内のとおりとは存じますが、ワクチ

ンは2009年に承認され、2013年４月に原則無料

の定期接種となりました。

しかし、接種後に体の広範囲が痛むなどの多

様な症状の訴えがあり、同年６月に対象者に個

別に接種を呼びかける積極的勧奨を中止しまし

た。この影響は、本県の子宮頸がん罹患率にも

あるのではないでしょうか。

子宮頸がん罹患率の本県と全国の比較につい

て、お伺いします。

厚生労働省○福祉保健部長（重黒木 清君）

の全国がん登録の統計によりますと、平成30年

の子宮頸がんの人口10万人当たりの年齢調整罹

患率は、本県が87.0、全国が58.0であり、本県

は全国と比較して高くなっております。

本県の罹患率は、全国を大き○河野哲也議員

く超えています。にもかかわらずというか、平

成30年３月策定の第３期宮崎県がん対策推進計

画に、子宮頸がんへの取組について、施策とし

て、「県や市町村は、子宮頸がんはがん検診に

より、正常ではない細胞の状態で見つけられる

ことについて普及啓発を図り、がん検診の受診

を一層促進しながらも」と、ここまではいいん

ですけど、「ＨＰＶワクチン接種の在り方につ

いて、国の総合的な判断を示されるのを待っ

て、積極的勧奨については検討する」としてい

ます。

昨年の私の質問で、市町村への個別通知につ

いて確認をしましたが、その後、どのような結

果になったでしょうか。子宮頸がん予防のＨＰ

Ｖワクチン接種におけるこれまでの県の対応に

ついて、また市町村の個別通知の実態も併せて

お伺いします。

ＨＰＶワク○福祉保健部長（重黒木 清君）

チンにつきましては、平成25年６月、国から積

極的な接種勧奨を控えるよう勧告が出され、以

後、本県におきましては、市町村による勧奨は

行われていなかったところであります。

このような中、令和２年１月に国の検討会に

おきまして、接種対象者及びその保護者に対し

て、ワクチン接種の意義や効果、接種後に起こ

り得る症状等について、正しい情報を提供した

上で検討・判断ができるようにすることが、意
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見として示されました。

このため県では、昨年７月と10月、市町村

に、接種対象者に対して国が作成したリーフ

レットを送付して、接種に関する必要な情報を

適切に周知していただくようお願いし、13の市

町村で実施していただいたところであります。

今年の接種率は例年より大幅○河野哲也議員

に伸ばしたと聞きました。大変ありがたいこと

です。さあ、積極的勧奨が11月から始まります

が、市町村長は、対象者または保護者に予診票

の個別送付を行わなければならないことになっ

たわけです。基本的には、令和４年４月から順

次、勧奨を実施するとなっています。もちろん

準備が整った市町村にあっては、４月より前か

ら始めてもよいとなっています。

ＨＰＶワクチン積極的勧奨再開に当たり、県

としての対応についてお伺いします。

ＨＰＶワク○福祉保健部長（重黒木 清君）

チンの定期接種につきましては、国の有識者に

よる検討会議におきまして、最新の知見を踏ま

え、改めてＨＰＶワクチンの安全性について特

段の懸念が認められないことや、接種による有

効性が副反応のリスクを明らかに上回ると認め

られたため、積極的勧奨を差し控えている状態

を終了することが妥当とされたところでありま

す。

これを受けて、議員の御質問にありましたと

おり、国から県及び市町村宛てに、個別の勧奨

を基本的に令和４年４月から順次実施するよ

う、通知がなされたところであります。

このため、県としましては、今回の通知の内

容につきまして、県医師会へお伝えするととも

に、各医療機関への周知をお願いしたところで

あります。

接種について、検討・判断す○河野哲也議員

るための必要な情報提供や、被接種者が接種後

に体調の変化を感じたとき、相談や診療に対応

しなければならないとなっています。

ＨＰＶワクチンの接種を進めるに当たり、相

談体制の確保について、県としての考えをお聞

きします。

ワクチンの○福祉保健部長（重黒木 清君）

接種を進める上では、対象者等に対し、ワクチ

ン接種に関する必要な情報提供が行われるとと

もに、被接種者が接種後に体調の変化を感じた

際に、適切に相談や診療などの対応が行われる

ことが重要であります。

現在、県及び宮崎市におきまして、それぞれ

保健部門と教育部門の相談窓口を設置している

ところであり、引き続き、地域の医療機関や医

師会と一層の連携を図り、相談等が適切に行わ

れるよう、体制の強化を進めてまいります。

診療支援として、診療実態を○河野哲也議員

継続的に把握することは強化しなければならな

いことであります。ぜひ、宮崎大学等の連携も

密にしていただきたいなと思います。

ＨＰＶワクチンの積極的な勧奨の差し控えに

より接種機会を逃した方への救済では、対象者

・期間・周知の３つが大事になってきます。

国の判断を待たなくても、進めるべきところ

はあるのではないでしょうか。積極的な勧奨の

差し控えにより接種機会を逃した方への救済に

ついて、県としての考えをお伺いします。

積極的な勧○福祉保健部長（重黒木 清君）

奨の差し控えにより接種機会を逃した方への対

応については、今後、ワクチンの接種を進めて

いく上で重要な課題であると認識しておりま

す。

現在、国の分科会におきまして、公費による

接種機会の提供等に向けて、対象者や期間等に
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ついて議論が行われておりますので、今後示さ

れることになっている国の方針を踏まえまし

て、県としては適切に対応してまいりたいと考

えております。

対象者は幾つかのパターンで○河野哲也議員

提案されると思うんですが、そのいずれにも入

る年齢の期間がきっとあると思うんですね。そ

こら辺から準備をして始めるということはでき

るのではないかなと思いますので、どうか御検

討していただきたいと思います。宮崎モデルを

つくっていただきたいなと思います。

次に、水産振興施策について農政水産部長に

お伺いします。

昨年度から猛威を振るっています新型コロナ

ウイルス感染症の長期化・再拡大化によって、

水産業もこれまでにない危機的状況になってい

ます。

今年に入り、燃油価格が急激に高騰してお

り、本県はカツオ・マグロ漁業をはじめ、経費

に占める燃料費の割合が高く、漁業経営に大き

な影響を及ぼしています。

国の支援策をいただくには、既にセーフ

ティーネット等が枯渇している状況にいる漁業

者に、何らかの救済をしていかなければならな

いと思います。

本県漁業者は、燃油高騰に対し、どのような

取組を行っているのか、まずはお伺いしたいと

思います。

本県漁業は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

経費に占める燃油代の割合が２割程度と高いこ

とから、燃油価格の動向が漁業経営に大きく影

響いたします。

このため漁業者は、燃油価格高騰時に漁業者

と国が積み立てた資金から補塡金が交付されま

す「漁業経営セーフティネット構築事業」に加

入し、経営への影響緩和を図っているところで

あります。

加えて、今般の著しい燃油高騰に対しては、

燃油使用量の抑制を図るため、漁船のスピード

を減速して航行するとともに、漁業調査船「み

やざき丸」が提供する漁場探索情報や、県が

「海の天気図」として提供する水温や潮の流れ

の情報を活用した、効率的な漁場選択などに努

めているところであります。

引き続き、漁業者が取り組む○河野哲也議員

省燃油の活動をサポートしていただきたいと思

います。

燃油高騰は今般の大きな課題となっておりま

すが、一方で、建造されてから30年以上経過し

ている漁船の全漁船に占める割合が高くなる、

いわゆる「漁船の高船齢化」も大きな間題でご

ざいます。これは、高齢化や後継者の不在、経

営不振を背景として、多くの漁業者で漁船の代

船が進んでいないのでございます。

高船齢化する漁船の若返り対策について、お

伺いします。

令和３年11月○農政水産部長（牛谷良夫君）

現在の本県の漁船登録隻数は2,158隻で、そのう

ち、建造から30年を超える漁船が約７割を占め

ております。

漁船は、漁業生産を支える重要な基盤です

が、漁業経営が厳しい中では、その更新が進ま

ないため、機能低下やコスト増により、さらな

る収益性の悪化につながるおそれがあります。

このため県では、関係団体と連携して、平

成27年度から国の漁船リース事業により、新船

や船齢の若い中古船への更新を進めており、こ

れまでに76隻の漁船が活用しております。

今後とも、関係団体と連携して、漁船の若返

りを積極的に支援し、収益性の高い経営体づく
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りを推進してまいります。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

浮き魚礁等の漁場整備は、漁業の生産力を向

上させ、沿岸漁業の収入増や安定に大きく貢献

しています。日向灘には５基配置されてありま

した。１基につき平均260トン、１億2,000万円

の水揚げがあると聞いております。

県内に設置されている表層型浮き魚礁の効果

についてお伺いします。

表層型浮き魚○農政水産部長（牛谷良夫君）

礁、通称「うみさち」と申しておりますが、引

き縄漁業やカツオ一本釣り漁業における効率的

な操業を実現させるため、平成６年度から整備

を始め、日向灘に５基配置する体制を構築して

きたところであります。

浮き魚礁の効果につきましては、ただいま議

員御指摘のとおり、水産試験場による調査の結

果、１基当たりの年間漁獲量は約260トン、生産

額は約１億2,000万円となっております。

また、漁場探索時間の縮減や、浮き魚礁に設

置した観測機器で収集した海況データに基づく

出漁判断など、コスト削減効果も大きく、表層

型浮き魚礁は、カツオなどの回遊魚を対象とし

ている本県漁業者の漁業経営に必要不可欠な施

設となっております。

県が設置している浮き魚礁○河野哲也議員

は、漁業資源の減少、燃油の高止まり等で厳し

い経営環境の下にある沿岸漁業者の操業におい

て必須の施設でございます。

このような中、今回の宮崎県浮き魚礁「うみ

さち６号」の流出に伴い、漁業者は遠方への出

漁を余儀なくされ、燃油等のコスト上昇による

漁業経費の増大で、収益が著しく低下すること

が予想されます。早期に再設置をお願いしま

す。

流出した「うみさち６号」の今後の対応につ

いて、お伺いします。

本年９月25日○農政水産部長（牛谷良夫君）

に流出した「うみさち６号」につきましては、

台風等の影響もあり、11月11日にようやく回収

作業を完了することができました。

御指摘のとおり、コロナ禍や燃油価格高騰等

により、漁業経営は厳しい環境下にあり、県と

しましては、関係団体や漁業者からの早期の再

設置を求める声は承知しております。

今後、浮き魚礁の設計・構造を専門とする学

識経験者など、外部の有識者を含めた委員会を

立ち上げ、改修した浮き魚礁の状態調査や流出

時の海域の状況解析などにより、原因の究明や

改善策の検討を行いますとともに、国とも協議

しながら、早急に必要な作業を進めてまいりま

す。

ぜひ、よろしくお願いいたし○河野哲也議員

ます。

観光振興対策について、商工観光労働部長に

お伺いいたします。

先日、南九州観光振興会議が行われました。

幾つかの議論があり、また講演に関しまして

も、宮崎への応援歌のような内容で、有意義な

時間を過ごしました。

そこで、確認の意味で質問させていただきま

す。

本県の観光業の現状として、新型コロナの影

響で、令和２年の観光入り込み客数は前年

比35.8％減、宿泊者数は前年比28.9％減となっ

ています。国内外の観光需要が激減し、観光関

連産業は極めて厳しい状況になっています。

よって、決議どおり、宮崎・熊本・鹿児島３

県の連携で振興させることは非常に重要になっ

てきます。

- 204 -



令和３年12月３日(金)

国内外の観光客を誘致するため、豊かな自

然、歴史、文化、景観、食など特色ある観光資

源を活用し、一致協力して、誘客対策の充実強

化を図るべきでございます。

南九州３県が連携して行う国内外からの南九

州への観光客誘致対策について、お伺いしま

す。

本県で○商工観光労働部長（横山浩文君）

は、平成９年に、熊本県、鹿児島県と南九州広

域観光ルート連絡協議会を設立しまして、３県

が連携して観光誘客事業に取り組んでいるとこ

ろでございます。

まず、国内誘客対策としましては、旅行雑誌

やインターネットを活用した観光情報発信事業

や、教育旅行の合同誘致セールス、３県周遊を

促進するためのスマートフォンアプリを活用し

たスタンプラリー等を実施しております。

また、海外誘客対策としましては、インバウ

ンド再開を見据え、台湾、韓国、中国市場向け

に、情報発信力のあるインフルエンサーを活用

したプロモーション等を実施しているところで

あり、今後とも、南九州３県で連携し、効果的

な誘客に取り組んでまいります。

本県は、県内教育旅行が充実○河野哲也議員

し、好調で、今回も追加の補正が組まれること

になりました。子供たちの教育旅行に耐え得る

だけの素材があるということでございます。３

県とも光る素材を持っていると考えます。ぜ

ひ、アピールするべきです。

南九州３県が連携して行う教育旅行誘致セー

ルス事業の取組と期待する効果について、お伺

いします。

教育旅行○商工観光労働部長（横山浩文君）

につきましては、県をまたぐ広域的なルートの

需要が高いことから、県外の旅行会社や学校等

に対して、南九州３県を巡るモデルコースや体

験メニューの提案等を、３県合同で行っている

ところでございます。

今年度は、関西地区の旅行業者を対象とした

大阪市内での説明会や、九州内の小・中・高校

を対象としたオンラインによる説明会を、３県

合同で実施することとしております。

新型コロナの影響によりまして、旅行先が見

直されていることを好機と捉えまして、３県の

強みを生かした商品造成や、合同での誘致セー

ルスを積極的に行うことにより、南九州３県へ

の県外校のさらなる誘致促進につなげてまいり

たいと考えております。

期待しておりますので、よろ○河野哲也議員

しくお願いします。

ポストコロナでの国外への情報発信は必要で

あります。その国のニーズに合った情報がマッ

チすれば、誘客につながります。

そこで、台湾にターゲットを絞って南九州３

県が連携して行う、台湾市場向け情報発信事業

の内容と期待する効果についてお伺いします。

台湾に向○商工観光労働部長（横山浩文君）

けた情報発信につきましては、サイクリングの

人気が高いことから、台湾の自転車愛好者に対

し、南九州３県のサイクリングルートや観光情

報を発信する事業に取り組んでいるところでご

ざいます。

具体的には、サイクリングルートや観光地、

食の魅力等を、フェイスブックなどのＳＮＳで

発信してもらうため、先日、日本在住の台湾人

インフルエンサーを招請しまして、本県では、

宮崎市から串間市までを実際に自転車で走り、

道の駅フェニックスや鵜戸神宮、都井岬などを

取材していただいたところでございます。

この事業によりまして、台湾における南九州
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の認知度向上や来訪意欲の喚起が図られ、イン

バウンド再開後の誘客につながることを期待し

ているところでございます。

この事業には、議員はついて○河野哲也議員

行ったんですか。いないですね、出席した人

は。すみません。

答弁を求めるんですか。○中野一則議長

いや、すみません。○河野哲也議員

平成26年２月にＪＲ南宮崎駅のバリアフリー

化が済み、高齢者の方、キャリーバッグを持っ

ての旅行者の方々がストレスフリーの状態で移

動できるようになりました。今、佐土原駅がバ

リアフリー化されています。次は、ＪＲ南延岡

駅ではないでしょうか。

ＪＲ南延岡駅は、周辺に病院や商業施設等も

多く、市南西地域の市民の移動拠点として、通

勤・通学をはじめ、観光の起・着点ともなっ

て、１日当たり約1,600人が利用する駅でありま

すが、乗車券販売の施設、改札、待合室、トイ

レ等の主要施設が２階にある構造でございまし

て、バリアフリー化の整備がまだなされていま

せんでした。

昨年、延岡市区長会連絡協議会を中心に、南

延岡バリアフリー化促進期成会が発足し、強力

にアピールする体制が整いつつあります。延岡

市は、県に財政支援やＪＲ九州への働きかけを

求めています。

ＪＲ南延岡駅のバリアフリー化について、県

はどう取り組んでいるのか、総合政策部長にお

伺いします。

県では毎年、○総合政策部長（松浦直康君）

市町村や学校などから要望や意見等を取りまと

めまして、ＪＲ九州に対し要望を行っており、

その中には、駅のバリアフリー化も含まれてお

りまして、延岡市が要望活動に同行された際に

は、南延岡駅について直接訴えられているとこ

ろであります。

ＪＲ九州はこれまで、１日当たりの利用者数

が2,000人以上の駅について、国・県・市町村の

補助事業を活用し、順次バリアフリー化を進め

ているということでありますが、南延岡駅につ

きましては、直近では1,600人程度となっており

ます。

現在、延岡市におきましては、地元の熱意を

ＪＲ九州に伝えるため、８万人を目標に署名活

動が行われており、県といたしましても、こう

した動きに合わせ、引き続きＪＲ九州に対し、

県内の駅の利便性向上を訴えてまいります。

今後は、令和９年の国民ス○河野哲也議員

ポーツ大会、全国障がい者スポーツ大会の本県

開催もあり、安全で利便性の高い環境で来訪者

を延岡に迎えるためにも、同駅のバリアフリー

化は重要であります。特段の御配慮をお願いし

ます。

学校教育とＳＤＧｓについて、教育長にお伺

いします。

平成29年、平成30年、平成31年に改訂された

現行の学習指導要領の大きな柱の一つが、持続

可能な社会の創り手、ＳＤＧｓを実現する社会

の創り手として育むということでございます。

学習指導要領総則にも、「持続可能な社会の

創り手となることが期待される児童に、生きる

力を育むことを目指すに当たっては、学校教育

全体並びに各教科、道徳科、外国語活動、総合

的な学習の時間及び特別活動の指導を通して

云々」、つまり、学校教育全体を通して、ＳＤ

Ｇｓの実現を目指して指導せよと書いてあるわ

けです。先生方は何をしなければならないで

しょうか。

ところで、2002年の「持続可能な開発に関す
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る世界首脳会議」で、我が国の提唱したＥＳＤ

「持続可能な社会の創り手を育む教育」が、実

はＳＤＧｓのターゲットとなっているとお聞き

しました。

これまで提唱しているＥＳＤと、近年よく聞

かれるＳＤＧｓの関係について、お伺いしま

す。

ＥＳＤは、議員御○教育長（黒木淳一郎君）

指摘のとおり、「持続可能な開発のための教

育」と訳されておりまして、気候変動、資源の

枯渇、貧困の拡大など、人類の開発活動が原因

で起きる様々な問題を解決するため、身近なと

ころから取り組み、持続可能な社会の創り手を

育む学習や教育活動であります。

一方、ＳＤＧｓは、「持続可能な開発目標」

と訳されておりまして、経済・社会・環境をめ

ぐる広範囲な課題の解決に向け、全ての国が取

り組むべき国際社会共通の17の目標でありま

す。その目標は、169のターゲットから構成され

ております。

両者の関係といたしましては、ＥＳＤがＳＤ

Ｇｓのターゲットの一つとなっております。

実は、もう一度繰り返します○河野哲也議員

と、ＥＳＤというのは日本の考えが発祥だった

んですね。そして、教育長がおっしゃったター

ゲットの一つだとあるんですけど、実はＳＤＧ

ｓの全てのゴールの達成にも寄与しているとい

うふうに言われている資料もございます。責任

があるわけですね、日本には。具体的な実践が

必要だなと感じて、今回、質問に取り上げまし

た。

現場の先生方は、１、それぞれの学校におい

て、２、総則等を根拠にして、３、この教育の

重要性を訴えて、４、指導計画の作成を提案す

るということが重要になってくると思います。

学校におけるＳＤＧｓを意識した取組の事例

について、お伺いします。

現在、各学校で○教育長（黒木淳一郎君）

は、教科学習や特別活動など様々な教育活動に

おきまして、ＳＤＧｓと関連づけた多様な取組

が広がりつつあるところでございます。

例えば、小中学校では、県が指定しておりま

す環境教育推進校におきまして、食品ロス対策

や地域の自然環境保全など、持続可能な社会づ

くりの視点から環境教育を実践し、校内や地域

で学習成果を発信する、そのような取組を行っ

ております。

また、高等学校では、総合的な探求の時間に

おきまして、地域課題を探求し、持続可能なま

ちづくりのアイデアを自治体に提案したり、企

業等と連携して、地元産品の活用や地産地消を

推進したり、地域と一体となった防災活動に取

り組むなど、様々な社会課題を自分事として学

ぶ、そのような取組を行っております。

答弁のとおり、具体的な位置○河野哲也議員

づけをしてある学校もありまして、大事なこと

だなと思います。

埼玉県の中学校の先生の実践を紹介させてい

ただきたいと思うんですが、議論するＳＤＧ

ｓ、議論をするという 今、自分事というお―

話がありましたけど 力を身につけるという―

ことで、技術・家庭科分野で「地域の問題につ

いて持続可能な社会の構築の視点から考える」

として、①地域の伝統文化を維持するために何

をするか、②エシカル（倫理的）消費を広げる

ために、各家庭で何ができるのか、③どうすれ

ば地域の不法投棄を減らせるか、などなど10項

目出させ、そして、多様な考えを出させて、そ

れらを一つ一つの集団で検討していくという授

業を展開されていました。
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議論するということ、これが一つのワードに

なっているのかなと思います。議論するには具

体的な教材が必要になってくると思います。

実は今、ＳＤＧｓの10と16、国家間の差別を

なくすということ、公正公平を考えるというこ

とができる、県内を巡回している資料展という

のがあるんですね。何かと言うと、根井三郎巡

回資料展でございます。12月の４日、５日に、

カルチャープラザのべおか、同18日、19日に、

小林市中央公民館で開催される予定です。

以前、横田議員から議会で紹介がありまし

た。第２次世界大戦中、根井三郎さんは、ソ連

極東のウラジオストックの総領事代理でござい

ました。あの杉原千畝さんが駐リトアニア領事

代理として発給した、あの通称「命のビザ」を

携えて、シベリア鉄道で現地に逃げてきたユダ

ヤ人難民に対応し、敦賀港行きの連絡船の乗船

許可を与えて、ビザを持たない者には独断でビ

ザを発給したんですね。そのビザが昨年４月に

アメリカで見つかったと。それで注目を集めて

いるところでございます。

ところで、県は、この巡回資料展にどれだけ

関わっているのでしょうか。

そこで、根井三郎さんの功績を県民一般の

方々にどのように宣揚しているのか。現状と今

後の課題についてお伺いします。これは、総合

政策部長、よろしくお願いします。

第２次大戦中○総合政策部長（松浦直康君）

に、ユダヤ人難民の救済に尽くした外交官、根

井三郎氏の人道的な決断と行動は、高く評価さ

れるべき功績でありまして、県民の皆様に広く

知っていただくことは、大変重要であると考え

ております。

県ではこれまで、根井三郎を顕彰する会や、

宮崎市との共催により講演会を開催いたしまし

たほか、昨年度からは、県立図書館ギャラリー

でのパネル展等におきまして、郷土の偉人の一

人として紹介をしているところであります。

根井氏の功績に光が当たったのは近年のこと

でありまして、現在も、宮崎市や地元顕彰会、

研究者等において、その人物像も含め、調査研

究が進められておりますので、その結果も踏ま

え、引き続き、宮崎市等とも十分に連携を図り

ながら取り組んでまいります。

宮崎市は３、４年生の社会の○河野哲也議員

副読本で取り上げられたということで、現場の

先生方が教材化できる内容だなと思います。教

室の子供たちとどう対峙するか。ＳＤＧｓの視

点を持ってつくり上げる授業を見てみたいなと

思います。

よろしかったら、教育長のほうから紹介をい

ただくと、ぜひ現場へ行かせていただきたいと

思います。

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師

の学びの姿の実現に向けての審議会まとめが報

告されました。そこで、令和の日本型学校教育

を担う宮崎の教師像はどうあればよいか、教育

長にお伺いします。

私は、教師には、○教育長（黒木淳一郎君）

「今と自分」に意識が向かいがちな子供たち

に、「未来と社会」を見せていくという、子供

たちの自立に向けた、いつの時代も変わらぬ大

きな使命があると考えております。それは、議

員御指摘のとおり、Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0時代の

到来など、大きな変化が生じている中では、子

供たちに社会を生き抜く力を身につけさせるこ

とにつながっております。

そのため、これからは教師のほうにも、「審

議まとめ」にありますとおり、変化を前向きに

受け止め、探究心を持ちつつ自律的に学ぶとい
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う主体的な姿勢が求められる、そのように考え

ております。

以上で私の質問を終わりま○河野哲也議員

す。ありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

次の本会議は、６日午前10時から、一般質

問、人事案件の採決及び議案・請願の委員会付

託であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時50分散会

令和３年12月３日(金)
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